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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 機械 
工業 連合会 （JMF) から， 工業 標準 原案 を 具して 日本工業規^ を 改正す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標ー— 
調査 会の 審議 を 経て， 厚生 労働大臣 及び 経済 産業 大臣が 改正した 日本工業規格 である。 これによ つて， JIS 
B 9704-2 ： 2000 は 改正 され， この 規格 に iS き 換えられた。 

この 規格 は， 著作権法で 保護 対象と なって いる 著作物で ある。 

この 規格の 一部が， 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登錄 出願に 
抵触す る 可能性が ある ことに 注意 を 喚起す る。 厚生 労働大臣， 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 は， 
このような 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案^ 録 出願に 係る 確認に 
ついて， 責任 はもたない。 

JISB9704 の 規格 群に は， 次に 示す 部 編成が ある。 
JISB 9704-1 第 1 部： 一般 要求 事項 及び 試^; 

JISB 9704-2 第 2 部： 能動的 光電 保護 装置 を 使う 設備に 対する 要求 事項 
JIS B 9704-3 第 3 部： 拡散 反射 形 能動的 光電 保護 装置に 対す る 要求 事項 
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機械 類の 安全性 - 電気 的検知 保護 設備 - 

g2 部： 能動的 光電 保護 装置 を 使う 設備に 

対する 要求】 『項 



Safety of machinery— Electro-sensitive protective equipment- 
Part 2 : Particular requirements for equipment using active opto-electronic 



この 規格 は， 2006 年に 第 2 版と して 発行され た IEC 61496-2 を 基に， 技術的 内容 及び 対応 国際規格の 構 
成 を 変更す る ことなく 作成した 日本工業規格 である。 

なお， この 規格で 点線の ― 闩き を 施して ある 参考 事項， 及び 附属 書 JA は， 対応 国 ほ 規^に はない 事項で 

ある。 

電気 的 検知保 Si 設備 （以下， ESPE という。） は， 人に 傷害 を 及ぼす リスク を もつ 機械 類から 人 を 保護す 
るた めに， 人が 危険 状態に 至る 前に 機械 を 安全な 状態に 移行させる 設備で ある。 ESPE に対する 一般 要求 
事項 及び 試験 は， J1SB 9704-1 (以下， 第 1 部と いう。） に 規定す る。 

ESPE に は 異なる 検出 原理 を 用いる 幾つかの 種類が ある。 この 規格 は， 機械から 人 を 保護す る ESPE のう 
ち， 能動的 光電 保胜^ お （以下， A0PD という。） によって 人 を 検出す る ESPE の 設計， 構成 及び 試験に 対 
する 要求 事項 を 規定す る。 

この 規格 は， 第 1 部と 併読して 用いる 規格で ある。 この 規格 は， A0PD を 用いる ESPE に対して， 第 1 
部に^ 迚 する 条の 変更 又は 補足 を 指示す る。 この 規格に おいて 特別の 指示 をし ない 第 1 部の 箇条 は， そ 
のま ま 適用す る。 この 規格に おいて "追加" 及び "置換え" と 指示す る 箇所 は， 第 1 部の 該当 部分 を その 
ように 改めて 適用す る。 附属 書 JA は， A0PD を 使う 保護 設備に 適用す る JISB 9704 規格 群の 第 1 部 及び 
第 2 部の 筒条 のす ベて を- - 覧で 示す。 

この 規格 は， A0PD を 用いる タイプ 2 及び タイプ 4 の ESPE について 規定す る。 タイプ 1 及び タイプ 3 
の ESPE は， この 規格で は 扱わない。 

機械に は その 機械 特有の 危険 源が ある。 この 規格 は， 特定の 機械に 対し ESPE を どのように 使用す るか 
について は 規定し ない。 ESPE の 使用法 は， 供給者， 機械 使用者 及び 監 lift 開が 合意して 決める 事 ュ：^| 
る 。 こ れに閱 連す る 指針 として は， 例 え ば， JIS B 9700-1 及び JIS B 9700-2 が あ る I 

1 適用 範囲 

(置換え。 お 1 部に よらず， 次に よる。） 
この 規格 は， 安全 関連 システムの 一部と して 特に 人 を 検出す る こと を 目的に し， 検知^ 能と して AOPD 
を 用いる ESPE の 設計， 製造 及び 試験に 対する 要求 事項に ついて 規定す る。 適切な 安全 関連性 能 を 確実に 



protective devices (AOPDs) 
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達成す るた めの 機能 及び 設計に 対する 要求 事項に 特に 配慮して いる。 ESPE に は， 附属 書 A に 規定す る 追 
加の 安全 関連 機能 を 任意に 付加 する ものが ある。 

この 規格 は， 特定の 施設に ついて 検出 区域の 寸法， 形状 及び 危険 源に 対する 配置に ついて 規定す る もの 
ではなく， また， 何が 機械の 危険 源になる かにつ いても 規定し ない。 ESPE の 機能に 関する 事項 及び ESPE 
と^ 械 との イン タフ ヱース に関する 事項に 限定して 規定す る。 

400〜 l 500 nm の 波長 以外の 放射 光 を 用いる AO.PD は， こ の 規格の 対象外 とする。 

この 規格 は， 人 を 保^す る 用途 以外に も， 例えば， 機械， 製品の^ 械的 損傷に 対する 保^な どに 関連し 
て 利用す る こと もで きる。 そのような 用途で は， 例えば， 検知 機能に よって 認識す る 対象 物の 特質が 人の 
特 K と 異なる ので， こ の 規格 以外に 追加の 要求 事項が 必要 と なる 可能性が ある。 
この 規格 は， 電磁 両立 性 （EMC) の 放射に 対する 要求 事項 は 扱わない。 
注記 こ の 規格の 対応 国際規格 及び その 対応の 程度 を 表す 記号 を， 次に 示す。 

IEC 61496-2 ： 2006, Safety of machinery— Electro-sensitive protective equipment — Part l : Particular 
requirements for equipment using active opto-electronic protective devices (AOPDs) (IDT) 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 （IDT) は， ISO/IECGuide21 に丛 づき， 一致して いる こと を 示 
す。 

2 引用 規格 

(追加） 

JIS B 9715 ： 2006 機械 類の 安全性 一人 体 部位の 接近 速度に 基づ く 保護 設備の 位置 決め 

) 王 5 己 ス、 力 心 国 f 祭 規格 ： ISO 13855 ： 2002, Safety of machinery — Positioning of protective equipment with 
respect to the approach speeds of parts of the human body (IDT) 
JIS C 6802 レーザ 製品の 安全 基準 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60825-1, Safety of laser products - Part 1 : Equipment classification, 
requirements and user's guide (IDT) 
TS B 62046 : 2006 &械 類の 安全性 一人 を 検出す る 保^設備の 使用 基準 

注 言 己 対応 国際規格 ： IEC/TS 62046 ： 2004， Safety of machinery- Application of protective equipment to 
detect the presence of persons (IDT) 
EN 471 : 2003, High- visibility warning clothing for professional use — Test methods and requirements 

3 用語 及び 定義 

(追加） 
3.201 

能動的 光電 保護 装置 [active opto-electronic protective device (AOPD)] 

装置 内で 生成した 光 を 光電 式投 光部から 照射して， 照射 光が 指定の 検出 区域 内 （光 ビーム 装置の 場合 は 
光 ビーム 上） に 存在す る 不透明 物体に よって 遮光され たこと を， 受 光部で 検出す る 原理に よって 検出 機能 
を 達成す る 装置。 

诖 I 巳—. 換出 に標 ヒ^ 壬^:^ ぞニ. - (照！:^ L あ… § 屢皀^ が H^tsp. で」' 蓮勲. 昀二 丄ヒぅ え— 

3.202 

ビ 一 ム 中/し、 線 (beam centre line) 
AOPD において， 投 光部の 光学 中心と， 正常 運転 時には 投 光部からの 光に 反応す るよう に投 光部に 対向 
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する 受 光部の 光学 中心と を 結ぶ 光路。 

注記 1 光 ビームの 光軸 は， 必ずしも ビーム 中心 線 上に あると は 限らない。 

注記 2 正常な 運転の 結果と して， ビーム 中心 は 物理的に 移動す る ことがある （例えば， 電動 ミラー 
を 使う 場合)。 

注記 3 再帰 反射 技術 を 用いる AOPD において は， 光路 は， 投受 光部 及び 再帰 反射 器の 配お で 決ま る。 
3.203 

钧 幼 開口 角 [effective aperture angle (EAA)] 

その 範囲 内で AOPD が 正常な 運転 を 続け る こと がで き る， 投 光部 及び 受 光部の， 光学 的 最良 ァラ ィメン 
卜からの 最大 偏 位 角。 
3.204 

光ビ 一 ム装 (Imht beam device) 

次 の シ ン グ ル光 ビーム 装置 又は マルチ 光 ビーム 装置。 
一 シングル 光 ビーム 装置 一対の 投 光部 及び 受 光部から 成り立ち， 検出 区域 を 供給者が 指定し ない 
AOPD 

一 マルチ 光 ビーム 装置 複数 対の 投 光部 及び 受 光部 か ら成 り 立ち， 検出 区域 を 供給者が 指定 し ない 

AOPD 
3.205 

光 カーテン ('lieht curtain) 

--対 又は 複数 対の 投 光部 及び 受 光部の 組合せから 成 り 立ち， 供給者が 指定す る 検出 能力 及び 検出 区域 を 
もつ AOPD。 

注記 大きな 検出 能力 を もつ 光 カーテン は， 光 グリッドと 呼ばれる ことがある。 
3.206 

試験 ハ (test osece) 

AOPD の 検出 能力 を 検証す るた めに 用いる 不透明 な 円柱 状 物体。 
3.207 

モニター 卜ブ フン ヤン フ (monitored blanking) 

検出 区域 内の 定義され た 特定 部分に 物体が 存在して いる 間 は， 出力 信号 開閉器 （以下， OSSD という。） 
が オフ 状態に ならず， 物体が 存在し ない （又は サイズ 若しくは 位置が 変化す る） とき， OSSD が オフ 状態 
になる よ う な 検出 能力 及び Z 又は 検出 区域の 構成。 
3.3 

検出 力 (detection capability) 

(ほ 換え。 ぁヽ 部に よらず， 次に よる。） 

試験 片の 直径 を 表す 数値であって， 次に よって 特徴 付けられる もの。 
一 光 カーテン において は， この 直径の 試験 片を 検出 区域に 置いた とき 検知 器が 作動 （検出） する。 
一 シングル 光 ビーム 装置に おいて は， この 直径の 試験 片を ビーム 中心 線 上に 置いた とき 検知 器が 作動す 

る。 

一 マルチ 光 ビーム 装置に おいて は， この 直径の 試験 片を いずれの ビーム 中心 線 上に 置いた と きに も検知 
器が 作動す る。 

注記 1 検出 能力 という 用語 は， 規定され た 直径の 試験 片を 検出で きる 能力 という 意味に も 用いられ 

る。 
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)3ElB 2 …― '： 逸 $篚左 カ达 _き_ レニ 丄ヒ う:: り あ—:: 棱]^ 可]! な i ^せ _ィ_芏 が^^ ピ: ぶ丄 玄_ レ丄 ケ^)^^; ^ 

:L …"避 _出_ 態 力-が 设 お: ^ヒ^ 二— こ-上 __ き- ヒ でん ま-^ ヒ。… 

二-^ ill でせ^ 搀出殖 率. は. 考盧] ヒ ? __ 應俎態 力-に ■ 当す. を 直：！ えお:?^ H お」 も… 指 室？ ) 

条ま ttjo()_% 檢^ き えす 5丄 _ 

4 機能， 設計 及び 環境に 対する 要求 事項 

(次 を 除いて， 第 1 部の 箇条 4. を 適用す る。） 
4.1 機能 要求 事項 
4.1.2 検知 機能 

(置換え。 第 I 部の 4 丄 2 を 次に 置き換える。） 
4.1.2.1 一般 事項 

検知 機能 は， 供給者が 指定す る 検出 区域 内に おいて 有効に 作動し なければ ならない。 かぎ （鍵)， パス ヮ 
一 ド 又は 工具 を 用いずに 検出 区域， 検出 能力， 又は ブ ランキン グ 機能 を 調整で きる ようにして はならない。 

光 カーテン において は， 4.2.13 に 規定す る 試験 片が 検出 区域 内の どこに 置かれても， 静止状態 （どのよ 
うな 角度で も） であっても， 又は 0〜1.6m/s の 範囲 内の いかなる スピードで （円柱 軸が 検出 区域 面に 直角 
に） 動いて いても， 検知 器が 作動し， OSSD が オフ 状態に ならなければ ならない。 

光 ビーム 装置に おいて は， 4.2.13 に 規定す る 試験 片が 作動 距離^ 囲 u のど こに あっても ビーム 中心 線 上 
で 試験 片 円柱 軸が ビーム 軸と 直角 をな すよ う に 存在す る ときには 検知 器が 作動し， OSSD が オフ 状態に な 
ら なければ ならない。 

洼. 1 丄… ffi 勲踞 離ぶ J さ; 先 部 AgiM はぶ 週隔ゃ ； 11; ヒぅ ^数で 煮. を H 企 _ (置;^. 
嗝 _耷_ 暴 企 木 1— — 作 if^iH ヒぅ丄 itilM 酵ゃ SJ1 え- L.AQm^^E 常-にき 數で— き iHi 
PS^fL (最^.^ 麵 i®-. を. ら S 埋 動 厘^ lJT'P^ 固^ A ぶ-で 
OSSD がー 度 オフ 状態に なった 場合 は， 試験 片が 検出 区域 内 （又は 光 ビーム 上） にと どまる 時間 又は 80 

ms のい ずれ か 長い 方の 時に L OSSD は オフ 状態 を 続けなければ ならない。 

注記 4.1.2.1 の 要求^ 項の 目的 は， 人 又は 人の 一部が 検出 区域 又は 光 ビーム を 通過 するとき に OSSD 
が 確実に オフに なること を 保証す る ことで ある。 80 ms という オフ 時間 は， 検出 対^ 部分の 寸 
法 を 150mm， 人の 接近 速度 （歩行 速度） を 1.6 m/s と した と き 適切で あると される 値で ある。 
供給者 仕様が， 1.6 m/s よ り も 速い 速度で 動く 対象 も 検出で き ると する AOPD の 場合に は， 4.1.2,1 の 要求 
事項 は， そ の 仕様の 最大 速度まで 満た さ な ければ な ら ない。 
4.1.2.2 光学 性能 

AOPD は， 次のように 設計し， 構成し なければ ならない。 

a) AOPD の 外部で 光 ビーム が 反射す る ことによって AOPD が 危険 側 故障 を 起こ す 可能性 を 制限す る [例 
え ば， 3 m ま での 作動 範囲 に対して は， 図 1 参照 2) 。 ] 。 

達 ^き 暗:^ リ— ァ巧に は MM® きな 丄_ し… き リ Z ^に 登 荏: 度 射 厘に A^Xtltii 1 ^! 

—き-場— こ-き— な— ヒ— よ —_ぅ」 こ.； ！る. ぶ. レ丄 う-. 黨座 であ さ-?... 

b) ミス ァ ライ メ ント 状態で 正常 運転で き る 可能性 を 制限す る。 

c) 波長 400〜1 500 nm の 外乱 光に さらされた とき の 誤作動 を 制限す る 。 

d) 他の 設備 仏 QP_D) への 影響 を 最小に する ために 投光 ビーム サイズ を 抑制す る。 

これらの 要求 を 満足す る 一つの 方法 は， 各投 光部 及び 受 光部の 有効 開口 角 （以下， EAA という。） 力 咽 
2 に 示す 値 を 超え ないように する ことで ある。 こ の 方法 を 用いる と き は， AOPD が 5.2.9.2 及び 附属 書 1) の 
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試験に 適合 すれば 要求 事項が 満た された といえる。 

上記の a), b)， c) 及び d) と 同等の 性能 を 得る ために， EAA を 制限す る 以外の 技術 手段 も ある。 この 場 
合に は， 5.2.9.2 及び 附属 書 E の 試験に 適合 すれば 要求 事項が 満た された といえる。 

光学 性能が 満足 される こと を 検証す るに は， 5.2.9 及び 5.4 の 該当す る 試験に 合格 し な ければ な ら ない。 
AOPD を 反射 面の 近傍 （例えば， 図 1 の 斜線 部分） に 設置して 保^ 機能 を 発揮 させよう とする 場合 は， 
その 反射 面からの 反射光 （バイパス ビーム） を 拾わない ように AOPD を 設計し なければ ならない。 このよ 
う な 装置で は， EAA を 2.5° よ り - 卜 分 小さ く （例えば， 0.1° 以下） する こ とが 必要と なる。 この場合に は， 
図 1 及び 図 2 は 適用せ ず， 反射光から 保護す るた めの 制限 は 製造^ 者の 仕様に よる。 




単 mm 



ESPE の タイプ 


d 


L 


タイプ 4 


131 


250〜3 000 


タイプ 2 


262 


500〜3 000 



図 1 一反 射 バイパス ビームの リスクから 保護す るた めの 制限 エリア 
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MP a) 4 MP3 



MP2 



MP1 



~7 



0.5 m 



0.75 m 



1 .5 m 



！ひ MP1 



ビーム 中心 線 



3.0 m (又は 最小 作動 距離が 3.0 m を 超える 場合に は 最小 作動 距離） 





a ： EAA の 限度 値 (° ) 


MP1 


MP2 


MP3 


MP4 


タイア 2 の AO^""^ 




10 


19.3 


27.7 


夕 ィ プ 4 の AOPD 


2.5 




10 


14.7 


■ MP は， 測定 点 を 示す （MP ： measuring poiM 



注記 1 EAA は， 5.2.9.2 の 試験 手順に 従って 決定す る。 

注記 2 «鲩 煮が 指 室す を 使 勲距離 や |p[ ほに &iMP]〜MP 4 の 各 測定 点に おいて 測定す る。 指定す る 最小 作 
動 距離が 3.0 m より 大きい 場合 は， その 最小 作動 距離 だけで 測定す る。 

例. -— —煙え や も—— ^ 塵醒靝 囲が 丄 m:! さ 用—：？ あ Ji 場合 j あ- - MPH5_ mL きび— Mf^- (Q. お — — 9 進 は t 
な！^ -M^ ひ 互! Pll び- — で 捌 室す— る义丄 室す—？^ 丄を推 繫: t— ^afi えば!—— 

作動 が 4m-l OmTSA 場合-め- m だ はで 画室: t— き 义 _ . 
注記 3 MPI, MP2, MP3, MP4 以外の 距離に 対する EAA 限度 値 は， 次の 式で 計^で きる。 
a = arctan (d i L) 
ここに， ci= 262 mm (タイプ 2 に対して） 
t/= 131 mm (タイプ 4 に 対 して） 

L= 投光器 と 受光器 間 と の 距離 （又は 被 試験 装置 と 再帰 反射 器 と の距 
離） 

注記 4 再帰 反射 システム にあって は， 《 は 上の 表の 値の 半分と する。 

図 2 — 有 効 開口 角 (EAA) の 測定 



4.1.2.3 再帰 反射 （retro-reflective) 技術 を 用いる AOPD に対する 追加 要求 事項 

光 ビームが 検出 区域 を 2 回 以上 （同じ 光路 を） 横切る よう な， 再帰 反射 式 AOP.D は， 反射 物体 （例えば， 
反射 性の 衣服） が 検出 区域の どこに 置かれても 危険 側 故障 を 起こして はならない。 また， 容易に 得られる 
反射 器 （例えば， 鏡） を 用いる ことによって 受光 器に 入 光す る 反射 バイパス ビーム を 形成で きて はなら な 

い。 

注記 1 光 ビーム を 戻す ために 鏡 を 使用す る もの は， 再帰 反射 技術と はみ なさない。 

甚 歸屎慰 とせし S ヒ入 ■ 角-におな; zl—Alt^ ゆせ 1. にきぼ^ う— ま 卽 ら 昀. に Mf:^ 
が 戻る よ う な 反射 をい う 。 再帰 反射 器 と は， 反射光の 大部分が 再帰 反射に よるよう な 反射 器 
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- き-レニう-… (1 IS— — ろ— 8— 11— 3—— 参照—)—— 。…—こ—— り遞 格- T— あ 

シングル 光 ビーム 装置に おいて は， 試験 片 (4.2.13 参照） の 直径 及び 長さと 同等 以上の 大きさ を もつ 反 
射 物体が ビ 一 ム 内 の 5.2.1.1 に 規定す る どの位 置に 置かれた ときで も， OSSD がォ フ 状態 に 移行 し オフ 状態 
を 続けなければ ならない。 

ここでい う 反射 物体 は， 次に よる。 
- 再帰 反射 物体 

一 EN471 の クラス 2 又は 同等の 再帰 反射 条件 を 満足す る 再帰 反射 物質。 

注記 2 EN 471 の 表 5 によ れば， クラス 2 材料の 再帰 反射係数 は， 入射角 5° ， 観測 角 0.2° (12') に 
対して 330 cd km 一 2 である。 
- 使用 波長に おいて 90% 以上の 反射率 を もつ 鏡面 （例えば， 磨いた クロムめ つき 面， 磨いた アルミ ニゥ 
ム 面）。 

- 例えば， 白紙の ような 拡散 反射 面。 

再帰 反射 式の 光 カーテン 及び マルチ 光 ビーム 装置の OSSD は， 通常の 作動 状態に おいて， 再帰 反射 器と 
同等の 反射 器が 投受 光部の 検知 面の 前の できるだけ 近い 位置に 置かれた とき， オフ 状態に 移行し， オフ 状 
態 を 続 け な け れ ばな ら ない。 

4.1.2.4 同じ アセンブリ 内 に 投光器 及び 受光器 を も つ AOPD に対する 追加 要求 事項 

通常の 作動 状態に おいて， 試験 片の 直径 及び 長さと 同等 以上の 大きさ を もつ 反射 物体 を， 光学 軸と 直角 
に， 検出 区域 内の どこに 置いた ときに も， OSSD が オフ 状態に 移行し， オフ 状態 を 続けなければ ならない。 
注記 1 4 丄 2.4 は， 再帰 反射 技術 を 用いる AOPD に は 適用し ない。 
ここでい う 反射 物体 は， 次に よる。 
- EN 471 の クラス 2 又は 同等の 再帰 反射 条件 を 満足す る 再帰 反射 物質。 

注記 2 EN 471 の 表 5 によれば， クラス 2 材料の 再帰 反射係数 は， 入射角 5°， 観測 角 0.2° (12') に 
対して 330 cd km— 2 である。 
- 使用 波長に おいて 90% 以上の 反射率 を もつ 鏡面 （例えば， 磨いた クロムめ つき 面， 磨いた アルミ ニゥ 
ム 面）。 

一 例えば， 白紙の ような 拡散 反射 面。 
4.2 設計 要求 事項 
4.2.2 障害 検出に 関する 要求 事項 
4.2.2.3 タイフ 2 の ESPE への 要求 事項 

(置換え。 第 1 部の 4.2.2.3 の ®1 段落 を， 次の 文で 置き換える。） 
タイプ 2 の ESPE は， 危険 側 故障 （例えば， 検知 器の 検出 能力 喪失， 仕様 値 を 超える 応答 時間な ど） を 
検出す る 周期 テスト 手段 を もたなければ ならない。 テスト は， 各 光 ビームが 供給者の 意図 どおりに 作動す 
る こと を 検証す る もので なければ ならない。 周期 テスト を 外部 （例えば， 機械） の 安全 関連 制御システム 
によって 起動す る 場合 は， ESPE に 適切な 入力 部 （例えば， 端子） を 設けなければ ならない。 
4.2.12 AOPD 検出 能力の イン テグ リ ティ 

(追加） 

AOPD の 設計 は ， AOPD が 次の 一つ， 二つ 又はす ベて を 組み合わせた 条件 で 作動 するとき， AOPD の 検 
出 能力が 供給者の 仕様 を 満足す る （仕様 値 又は それ 以下の サイ ズの 物体 を 検出で き る） よう にしなければ 
ならない。 

一 供給者 仕様 内の すべての 条件 
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一 第] 部 及び この 規格の 4.3 に 規定す る 環境 条件 
一 ァ ライ メント 及び Z 又は 調整の 限界点 

通常の 運転 条件 （第 1 部の 5 丄 2.1 参照） 下で は， 単一 障害 （附属 書 B に 規定） によって は AOPD 検出 
能力の 喪失 は 起こらな いが， 上記の 条件が 重なると き 検出 能力の 喪失が 起こる 場合 は， その 条件の 組合せ 
とその 障お と を 合わせて 単 一 障害と みなし， AOPD は， 4.2.2 の 要求 を 満足す るよう に 単一 障害に 反応し な 
ければ ならない。 杭 出 能力 を 決定す る 方法の 例 を， 附属 書 F に 示す。 
4.2.13 試験 片 
(追加） 

試験 片は， 円柱 状の 不透明 物体と し， 最小 有効 長 を 150 mm としなければ ならない。 試験 片の 直径 は， 
供給者が 指定す る AOPD 検出 能力よ り 大き く して はならない。 

AOPD 検出 能力が 40 mm を 超えない 光 カーテン 用の 試験 片は， 供給者が 用意し， 試験 片に 次の マーキン 
グを しなければ ならない。 
― mm ： お 示の 直径 

一 試験 片を 用いる AOPD の 名称 及び 形式 

AOPD に 二つ 以上の 検出 能力が 指定され る 場合， 供給者 は， 各 検出 能力 を 検証す る 試験 片を 用意し なけ 
れ ばなら ない。 

検証 は， 検査に よって 行う。 
4.2.14 波長 
(追加） 

AOPD は， 400〜1 500 nm の 範囲の 波長で 作動 し な ければ な ら ない。 
4.2.15 放射 強度 

(追加） 

AOPD が 発生し， 放出す る 光の 放射 強度 は， いかなる とき も JIS C 6802 の 8.2 (レーザ ク ラ スの 解説） 
に 規定す る クラス 1M 装置の 最大 出力 又は 最大 エネルギー レベル を 超えて はならない。 

注記 クラス 2M の 使用 について は 検討 中で ある。 
4.3 環境 要求 事項 

(追加） 
4.3.5 光 干渉 

ESPE は， 次の 干渉 光 を 受 けたと きに 正常 運転 を 続 け な け れば ならない。 
一 白熱 光 

一 フ ラッシング ビーコン 光 

一 高周波 屯 子 式 電源で 作動す る 蛍光 ランプ 光 

ESPE は， 次の 干渉 光 を 受けた ときに 危険 側 故障 を 起こ して はならない。 
一 白熱 光 （ハロゲン 球 を 用いた 模擬 昼 光） 
- スト 口 ボ光 

一 高周波 電子 式 電源で 作動す る 蛍光 ランプ 光 

- タイプ 4 の ESPE に対して は， 同一 設計の 他の 投 光部からの 投光。 

注記 同一 設計 装置の 投 光部からの 干渉に 対する， タイプ 2 の ESPE の 要求 事項 は 検討 中で ある。 
4.3.5 の 要求 事項 は， ESPE を 5.4.6 によって 試験した とき， 満足し なければ ならない。 
異常 作動 又は 危険 側 故障 を 招く かも しれない 他の 種お i の 外部 光源に 対する ィ ミ ュニ ティ についての 要求 
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事項 は 規定し ない。 ESPE に 潜在す る 問題に ついて 製造業 者が 使用者に 伝えるべき 情報に 関する 要求 事項 
は， 箇条 7 の af) に 規定す る。 

5 試験 方法 

(次 を 除いて， 第 1 部の 箇条 5. を 適用す る。） 
5.1 —般 事項 
(第 1 部の 5.1 に， 次の 規定 を 追加して 適用す る。） 

次の 試験に おいて， OSSD が オフに 移行した とき， 試験 片が 検出 区域 内 （又は 光 ビーム 上） にと どまる 
時間 又は 80 ms のい ずれ か 長い 方の 時間 オフ 状態 を 維持す る こ と を 検証し なければ な ら ない。 AOPD が 再 
起勤ィ ン タロック を 備えて いる 場合 は， 箇条 5 の 試験 を 実施 中， 再起動 ィ ン夕 ロック を 無効に し な ければ 
ならない。 
5.1.1 型式 試験 
5.1.1.2 運転 条件 
(第 1 部の 5 丄 1.2 に， 次の 規定 を 追加して 適用す る。） 
これらの 試験に おいて， 光 カーテン 検出 区域の 面 は， 垂直 又は 水平の いずれ か 都合の よい 方で よい。 
結果が 同じに なること を 示せる 場合 は， 長い 作動 距離に 対する 試験 を， ND フィルタ を 用いて シ ミュレ 
ート （短い 距離で 試験） しても よい。 

； 3E.1B ...ND 7.^.^_^_ (neutral density filter) _ _ # 塞 ゆ 筏 MM 塽！^ Tj.l 塞 や 透過 や-を _ ； れに よ . 

2 ェ し^:^^:^. き-変え. f に 逸せ き藍 窀 ぶ丄. ^で. き .5^ —― 

5.1.2 試験 条件 
5.1.2.2 測定 精度 

(第 1 部の 5.1.2.2 に， 次の 項目 を 追加して 適用す る。） 
― 角度 測定に 対して： ±0.1° 
一 光 強度 測定に 対して： ±10% 
5.2 機能 試験 
5.2.1 検知 機能 及び 検出 能力 

(置換え。 第 1 部の 5.2.1 を， 次に 置き換える。） 
5.2.1.1 検知 機能 

AOPD の 作動 原理， 特に 環境からの 妨害に 対する 耐カを 備える ために 用いる 技術 を 考慮して， 次の 試験 
において， 検知 器が 作動し 続ける こと， 及び （妥当なら ば） OSSD が オフ 状態に なること を 検証し なけれ 
ばなら ない。 

光 カーテン では ： 

一 検出 区域の 両端 （可能な 限 り 投光器 及び 受光器 並びに 再お 反射 器に 近い 位置） 及び 中間 点 （図 5 参照） 
において， 試験 片の 軸が 角度 45° 及び 90° (図 3 及び 図 4 参照） で ビーム を 横切る ように， 検出 区域 
内で 試験 片を ゆつ く り 動かす。 

一 5.2.9.1 による 分析の 結果， 検出 区域 内で 最も 不利で あると 考えられる 角度 及び Z 又は 位置に 試験 片を 
舒 止させる。 

一 4 丄 2.1 で 規定す る 範囲 （0〜1.6 m/s) 内の 最大 速度， 及び この 範囲に おいて 5 丄 9.1 による 分析に よつ 

て; は も 不利 と 考えら れる 速度で， ビーム を 横切 るよう に 検出 区域 内で 試験 片を 動かす。 
一 ]50 mm の 長さの 試験 片を， 検出 区域の 極限 位置 （例えば， 各 コーナー）， 及び 5.2.9.1 による 分析に よ 



著 fVW£K より 騸斷 での «U， S 戴 等は藥 止されて おります。 
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つて 最 も 不利と 考えら れる 位置で， 試験 片の 運動 方向 及び 試験 片の軸 方向が 検出 面に 対 して 直角 に な 
るよう に， 検出 区域 内 を 1.6 m/s の 速度で 動かす。 
光 ビーム 装置で は ： 

一 ビームの 両端 及び 中間 点で， 試験 片の 軸が ビーム 軸と 直角になる よ う に ビーム 内に 試験 片を 置く。 
一 150 mm の 長さの 試験 片を， ビームの 両端 及び 中間 点に おいて， 及び 5.2.9.1 の 分析に よって 最も 不利 
と考えられる 作動 距離で， 試験 片の 運動 方向 及び 試験 片の 軸が ビーム 内で ビーム 軸 に対して 直角 に な 
るよう に， 検出 区域 内 を 1.6 m/s の 速度で 動かす。 
上記の 試験 は， AOPD の 最小の 指定 作動 距離 又は 0.5 m の 大きい 方， 及び 最大の 指定 作動 距離に おいて 
行わなければ ならない。 



光 カーテンの 検出 区域 （光 ビームの 向き は 紙面に 垂直) 




図 3 — ビームに 45° をな す 試験 片の 挿入 



光 カーテンの 検出 区域 （光 ビームの 向き は 紙面に 垂直) 




図 4 一 ビームに 直角 をな す 試験 片の 挿入 



著 f :::: まに より S»i での S«， 軟^ は 禁止され てお ります。 



11 

B 9704-2 ： 2008 (IEC 61496-2 ： 2006) 




図 5 — 試験 片を 投光器 近傍， 受光器 （再帰 反射 器） 近傍， 及び 中間 点に おいて 
検出 区域 内で 動かす ことによ る検知 機能の 検証 



5.2.1.2 AOPD 検出 能力の イン テグ リ ティ 

AOPD の 設計 を 系統的に 分析して， また， 必要ならば 試験 を 行って， 4.1.2 及び 4.2.12 に 規定す る 条件の 

すべての 組合せ 並びに 5.3 (第 1 部） で 規定す る 障害 を 考慮に 入れて， AOPD の 検出 能力が 常に 維持され る 
こ と， 又は ESPE が 危険 側 故障 を 起こさな いこと を 検証し なければ ならない。 

検出 区域 内の どこで あっても， 検出 対象 物が 少なく とも 一つの 光 ビーム を 完全に 遮光す るよう な 幾何 光 
学 設計 （附属 書 F 参照） を 採用した こ と によって 検出 能力が 達成され ている こ と を 明白に 示せる 場合に は， 
更な る 分析 及び 試験 は 必要 としない。 ビームの 完全 遮光に よ つ て 検出 能力が 達成 される 設計で ない 場合に 
は， 少なく とも 次の 追加 試験 を 実施し なければ ならない。 

a) AOPD を， 供給者 仕様に 基づいて ァ ライ メント （位置 合わせ） する。 

b) 検出 能力の 2 倍の 大き さ を も つ 透過 率 30 % の ND フ ィ ルタを 検出 区域 内に 置 く 。 

c) AOPD を 起動し， 30 秒 （5.2.9.1 の 分析に よって 必要ならば もっと 長く） 待つ。 OSSD が オン 状態に あ 
る こと を 確認す る。 もし オフ 状態に あるなら， 作動 距離 を 短く して 試験 を 再開し なければ ならない。 

d) ND フィルタの 前に 試験 片を 挿入し， 指定の 応答 時間 以内に OSSD が オフに なるこ と を 確認す る。 

e) ND フィルタ を 取り去り， OSSD が オフ 状態 を 継続す る こ と を 確認す る。 

f) 5.2.9.1 の 分析に おいて 決定した 幾つかの 位置で 試験 を 繰り返す。 

系統的に 分析した 結果， 5.4 のい ずれの 試験に， 応答 時間の 測定 を 追加す る 必要が あるか を 確認し なけれ 
ばなら ない。 

5.2.1.3 再帰 反射 技術 を 用いる AOPD に対する 追加 試験 

供給者が 指定す る 最小 及び 最大の 作動 距離に おいて， 次の 試験 を 実施し なければ ならない。 

シ ン グル光 ビーム 装置に あって は， 試験 片 と 同等 以上の 直径 及び 長さ を も つ 反射 物体 （4.1.2.3 で 規定） 
を 光 ビーム 装 m の 光軸に 直角に 置いた とき， 検知 器が 作動す る こと を 確 ほしなければ ならない。 試験 は， 
投受 光部の 近傍， 再帰 反射 器の 200 mm 手前， 及び ビーム 中間 点に おいて 実施し なければ な ら ない。 

再帰 反射 技術 を 用いる 光 カーテン 及び マルチ 光 ビーム 装置に あって は， 再帰 反射 器と 同等の 反射 物体 を 
投受 光部の 検出 面に 接する よ う に 置いた と き， OSSD が オフに なるこ と を 確認し なければ ならない。 

光 カーテン にあって は， 次のと き， 検知 器が 作動す る こと を 確認し なければ ならない。 
a) 試験 片 と 同等 以上の 大き さ を もつ， 反射率の 高い 円柱 状 物体 を 光 カーテンの 検出 区域 内に 置いた とき， 



著作権法に よ り 無断での 複製， 転載 . よ 禁止され てお り ま す。 



12 

B 9704-2 ： 2008 (IEC 61496-2 ： 2006) 

及び， 

b) 4.1.2.3 に 規定す る 反射 物体 を 光 カーテンの 検出 区域に 挿入 したと き。 

これらの 試験 は， 投受 光部の 近傍， 再帰 反射 器の 近傍 及び ビーム 中間 点に おいて 実施し なければ ならな 
い。 

5.2.1.4 同じ アセンブリ 内 に投 光部 及び 受 光部 を も つ AOPD に対する 追加 試験 

AOPD の 検出 区域 内に 反射 物体 （4 丄 2.4 に 規定す る もの） を 置いた ときに， 検知 器が 作動す る こと を検 
証し なければ ならない。 反射 物体 は， 投 光部 及び 受 光部の 近傍 並びに 検出 区域 内の 中間 点に 置いて 実施し 
なければ ならない。 
5.2.9 光学 性能の 検証 
(追加） 

5.2.9.1 光電 サブシステムの 分析 
5.2.9.1.1 分析 

光電 サブシステム を 系統的に 分析して， 次の こ と を 決定し なければ ならない。 

a) 投 光部 及び 受 光部の ビーム 中心 線 及び 光軸 

b) 投 光部 及び 受 光部の， 光軸 を 外れた すべての 方向に おける 相対的 放射 強度 及び 受光 感度 

c) 用いる フ ィ ルタ 技術 及び その 特性の 確認 

d) 検 知お 能の 状態 （検知 又は 非検 知） 判定 条件 

e) マルチ ビーム 装置に おける ビームの 相対的 放射 強度 及び 受光 感度 

f) 検出で きない 障害 （4.2.2 に 規定） が 光電 特性に 及ぼす 影響 

g) 最悪 条件での 応答 時間 

h) 4,3 に 規定す る 環境 条件が 光電 特性に 及ぼす 影響 

この 分析の 結果 は， 4.1.2.2 の 要求 事項 を 満足す るか どうか を 決定す るた めに 用いなければ ならない。 
4.1.2.2 の 要求 事項 を 満足す る 場合に は， この 分析 結果 を， いずれの 試験 方法が 検証の ために ふさわし いか 
を 決定す るた めに 用いなければ ならない （図 6 参照）。 



著作権法 により 無断での^^ K« 導 は 禁止され てお ります。 
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はい 



各 ビームの 光 屯 特性の 解析 
ビームの 幾何 字 的 解析 
5.2.9.1 



AOPD 

不合格 



不合格 




V 



合格 



いいえ 



終わ り 



不合格 


AOPD 


> ► 


不合格 



いいえ 




不合格 


AOPD 


> ► 


不合格 



不合格 



AOPD 

不合格 



AOPD 合格 



注 a) 5.2.9.2 の 手順が 問題な く 完了 すれば， サイ ド ローブがない ことが 検証され たこと になる ( 
図 6 -AOPD の 分析 及び 試験の フローチャート 



5.2.9.1.2 試験 方法の 選択 

4.1.2.2 に 規定す る 光学 性能の 検証 は， AOPD の 設計に よって は 別の 方法に よる 

検証 方法の 選択に は， 次の 事項 を 考^ し な ければ な ら ない。 
- 投光 強度 （ビームの 軸 上 及び 軸 外の 強度 指向性） 
一 受光 感度 （ビームの 軸 上 及び 軸 外の 感度 指向性） 



とがで きる , 



mi 法に より 無断での 複製, 転載 等に '"止されて お ります。 
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一 同類の 光学 部 間の ビーム 方向 及び 配置 関係 （すなわち， 一つの 投 光部と 他の 投 光部との 関係， 又は 一 
つの 受 光部 と 他の 受 光部 と の 関係） 

すべての AOPD は， 5.2.9.2 に 規定す るよう に， サイ ド ローブからの 保護 及び 総合 ミス ァ ライ メント の 試 
験に 合格 し な ければ な ら ない。 

二つ 以上の ビーム を もつ AOPD は， すべての ビームが 要求 事項 を 満足す る こと を 確認し なければ ならな 
い。 このための 二つの 検証 方法 を， 附属 書 D 及び 附属 書 E に 規定す る。 AOPD の 設計 （及び 5.2.9.1.1 の 分 
析） によって は， 他の 方法が 附属 書 D 及び 附属 書 E の 方法よりも 適切と なること も ある。 他の 方法が この 
規格の 試験 方法 と 同等で あ る こと を 示せる 場合 は， その 方法 を 用いて も よ い。 

注記 このような 方法に は， 例えば， 追加 又は 代替の 投光器 又は 受光器 を 用いる 方法が ある。 

EAA を 抑制す る ことによって 4.1.2.2 の 要求 事項 を 満足す る 場合に は， マルチ ビーム 装 匚 では 各 ビーム 
が 要求 事項 を 満足す る こと を 確認し なければ ならない。 各 ビームの 特性 を 検証す る 方法の 一つに， 各 ビー 
ムの 前にく さび 形 プリズム を 置く 方法が ある。 精密な くさび 形 プリズム は， ビーム 個々 の 特性 を 評価で き 
るよう に 試験 下の ビーム を 偏向させる。 くさび 形 プリズム による 試験 方法 を， 附属 書 D に 規定す る。 くさ 
び 形 プリズムの 試験に 合格す る ことによって， 4.1.2.2 の a) 及び b) を 満足した とみな す。 

4 丄 2.2 の 要求 事項 を 満足す るた めに 他の 方法 （EAA の 抑制に よらない 方法） を 用いる とき は， AOPD の 
光学 性能 を ミラー 試験 及び ァ ライ メ ント 試験 を 用いて 直接 測定す る こ と 力 5 できる。 ミラー 試験に おいて は， 
ビーム 個別の 特性 を 評価す るた めに 小さな ミラー を 各 ビーム 近傍に 置く。 これらの 試験 手順 を， 附属 書 E 
に 規定す る。 附属 書 E の 試験に 合格す る ことによって， 4.1.2.2 の a) 及び b) を 満足した とみな す。 
5.2.9.2 サイ ド ローブ 及び ミス ァ ライ メント の 試験 (EAA の 測定) 

投 光部 又は 投受 光部の 光学 的ァ ライ メント を， 受 光部 又は 再帰 反射 器に 対して 固定し， 受 光部 又は 再帰 
反射 器の ミス ァ ライ メント 角 (EAA) を 測定し なければ ならない 丄 暖_7 ^ヌ 1 参]！]。 受 光部 又は 再帰 反射 
器の 光学 的ァ ライ メント を， 投 光部 又は 投受 光部に 対して 固定し， 投 光部 又は 投受 光部の ミス ァ ライ メン 
ト角 (EAA) を 測定し なければ ならない. や .1)_.#照.]_。 これらの 測定 は， 図 2 に 示す すべての 距離に 
おいて， 次の よう に 実施し なければ ならない。 

AOPD を 供給者が 指定す る 最良の 状態に 位置 合わせす る。 AOPD は， 角度 目盛 付の 回転 テーブル 上に 設 
定 する ことが 望ましい。 図 7 に 示す 回転軸に おいて 試験す る。 



著作^法に より での, ： 製， 転載 等 は 禁止され ております。 






1) 


受 光部 を 固定， 投 光部 を 回転 


卜， 




回転軸が レ: 


ノズ 面の 中心に^ する ように 回転す る。 


1 受 光部 又は 
/ 再帰 反射 器 


1 


[ ^ 


厶 中心 線 （又は ビーム 中心 線 群の 面） _j 


) 、DUT a) 






作動 距離 4 


投 光部 又は 
投受 光部 
(注記 参照） 


< 




2) 


投 光部 を 固定， 受 光部 を 回転 


、 -j 



注記 再帰 反射 器 を 用いる 光 カーテン において は， 再帰 反射 器 は 固定して 投受 光部の EAA 試験 だけ 
を 実施す る。 

注 a) DUT は， 試験に 供す る 装置 （device under test) 

図 7 — 有 効 開口 角 （EAA) の 測定 方法 

AOPD を 起動し， 次の 手順 を 実施す る。 

a) 投 光部 又は 投受 光部 を 90° 位置まで 時計 方向に 回転す る。 OSSD は オフに ならなければ ならない。 

b) AOPD 全体の 電源 を オフに し， 再び オンに する。 

注記 1 5.2.9.1. の 分お f に 基づき， 電源 オフに してから 電源 オンに する まで， 及び 電源 オンに してから 
手順 c) を 始める まで， -一定 時間 （例えば， ゲイン コントロール 回路の 整 定時 間） 待つ 必要が 
あ る。 

c) 投 光部 又は 投受 光部の 回転 位置 を， 元の 方向に OSSD が オンになる まで 戻す。 このと きの 角度 及び 距 
離 を 記録す る。 続けて 反 時計 方向に 90° まで 回し， OSSD が オンから オフに 変化す る 角度 及び 距離 を 
記お する。 

d) a)〜c) と 同じ 手順 を 反 時計 方向で 行う。 

e) a)〜d) の 手順 を 反対側の ユニット （受 光部 又は 受投 光部） に 対 • して 行う。 

B 小作 動 距離の 規定値が 3 m を 超える 場合 は， その 最小 作動 距離 （図 2 参照） における EAA を 決定す 
るた めに 同様の 試験 を 実施し なければ ならない。 
手順 c) で 記録され た 角度 （EAA) が 図 2 に 示す 角度よ り 小さければ 試験 は 合格と する。 

注記 2 長い 距離まで 作動す る 仕様の AOPD において は， 結果が 同じで ある こと を 示せる 場合， ND 

フ ィ ルタを 用いて 短い 距離で 試験しても よ い。 
注記 3 投 光部の ビーム 指向性 又は 受 光部の 感度 指向性が 卵形， だ 円形， 長方形で あるお 合， 又は 水 



-お 作^法に より 無断での 複製， mm.' ： 禁止され ております。 
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平 若しく は 垂直 以外の 方向に 伸びた 指向性と なる ような 設計に おいて は， 特別の 注^が 必要 

である。 

5.2.1.0 波長 

(追加） 

放射 波長 は， 投光 素子の 試験 成お 書の 検査 又は 実測 試験の いずれ かに よ つ て 検証 しなければ な ら ない。 
5.2.11 放射 強度 
(追加） 

放射 強度 は， JIS C 6802 に よ る 測定 及び 供給者の 技術 文書 を 検査す る ことによ つ て 検証 し な ければ な ら 

ない。 

注記 こ の 要求 条件に 対す る ひ」 単 化 し た 検証 法 は 検討 中で ある 。 
5.4 環境 試験 

(追加） 
5.4.6 光 干渉 
5.4.6.1 —般 事項 

各 試験 は， 作動 距離 3 m (又は 供給者が 指定す る 作動 距離で 3 m に 最も 近い 値） において， かつ、 最小 
要求 条件と して 示される 条件め の 下で 実施し なければ ならない。 

^ 3 ?_...ぉ^^^^^ネせし.量小要求紐ゅニ部—でぁ-§. ? ... 
次の ：：ふ 合に は， 追加 試験 を， 異なる 作動 距離と 環境 条件との 組合せの 下で 実施し なければ ならない。 
一 検証 試験の ために 特別の 光源 を 必要と する よ う な 高い ィ ミ ュニ ティ レベル を 供給者が 指定して いると 
き， 及び Z 又は， 

I 5.2.1.2 又は 5.2.9.1 の 分析 結果に よって 追加 試験が 必要な と き。 

B 試験 及び C 試験の 間， 試験 片は， 干渉 光 を 妨げない よ う に 検出 区域に 挿入 しなければ な ら ない。 
5.4.6.4 の 試験の ために， ^造お^ の 指示に 従って システム を 最良に ァ ライ メ ン ト しなければ ならない。 
5.4.6.5, 5.4.6.6 及び 5.4.6.7 の 試験に おいて は， 干渉 光を受 光部の 光軸 方向に (又は 可能な 限り 光軸に 近く） 
向けて， 投 光部 を 正常 作動 可能な 範囲の 最大 ミス ァ ライ メン ト角 （最悪 条件） に 設定し なければ ならない。 
こ の 試験の 設定 は， 試験に 供す る AOPD の 特性に 合う よ う に， 5,2.9.1 の 分析 及び 5.2.9.2 の 試験法に よって， 
また， 必要なら 更 なる 分析 及び 特性 解析に よって 決定し なければ ならない （例と して， 図 8, 図 9， 図 10， 
図 11 及び 図 12 を 参照。）。 

注記 1 AOPD の 設計 は 多様化して いるので， 一つの 試験法が すべての 設計の AOPD に 適用で きる わ 

けで はない。 図 8 は， 試験 構成の 一例 を 示して いる。 
注記 2 試験 は， 試験 結果が 同じに なるなら， 長い 距離に おける 作動 試験 を 図 8 に 示す ように ND フ 

ィルタ で シミュレート して 短い 距離で 行つ て もよ い。 
注記 3 ND フィルタ を 用いる 場合 は， すべての 試験 を， ND フィ ル夕を 取り付けた^に 行わなければ 

ならない。 

試験の 設定に は， AOPD の受 光部に 到達す る 光の 特性に 対して， AOPD の 作動に 影響 するどの よ う な 変 
更も 加えて はならない。 反射 器， 鏡， フィルタ， ビーム 分割 器， 窓な ど を 用いる^ 合， 光の 特性 （例えば， 
分光 分布， 偏光） に対する どのような 改変 も， 試験 結果に 重大な 影^を及ぼさな いこと を 検証し なければ 
ならない。 



著作権法に よ り 無断での 複製， 転載、 は禁 ± されて お り ま す, 
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干渉 光 乂 



投 光部 



ND フィルタ 




注記 1 危険 側 故障 試験 を 行う とき は， 受 光部 又は 投受 光部 を， 起こり 得る 最大 
動させる。 

注記 2 ND フィルタが 偏光に 影響す る 可能性に 注意す る。 



再帰 反射 器 



メント の 状態で 作 



図 8 — 光 干渉 試験 （直接法） 



著作'. . -1：り集1«での»變， 禁 [L: されて おります, 
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正常 21 転 試験の ための センサ 部の 最良 ァ ライ メント 設定 




投 光部 と 受 光部 と の 距離 は， 3 m とする。 
光源と 受 光部との 距離/) は， 下の 表に よる。 



距離/) (正確な 距離 は， 光源 タイプに よる。） 


照度 




l m 


3 000 lx 


危険 側 故障 試験 


3 m 


1 500 lx 


正常 作動 試験 



図 9 一光 干渉 試験 (八 ロゲン 光源の 場合) 



j 作 権 法に より 無断での • fett'jj 陽: 丄 I されて お り ます。 



--き 




D ： 距 ^ 
TP ： 試験 片 
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--お 
'-一一 -一 <D 
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一--- O 
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一一 一- -- 一一 \ 



正常 運転 試験の た めの セ ンサ 部の 最良 ァ ライ メント 設定 

— _ 干渉 光源 

b ョ 一ぎ ヨ： a 



TP 



危険 側 故障 試験の ための センサ 部の 最悪 ァ ライ メン ト 設定 




投 光部と 受 光部との 距離 は， 3m とする。 
光源と 受 光部との 距離 は， 下の 表に よる。 



距離の （正確な 距離 は， 光源 タイプに よる。） 


照度 


注記 


12 cm 


3 000 lx 


危険 側 故 l& 式 験 


zl cm 


1 500 lx 


正常 作動 試験 



図 10 — 光 干渉 試験 （蛍光灯 光源の 場合 



著作 レ公 により 無 W での » 键， 転 « 等 は 炊 止されて おります。 




正常 運転 試験の ための センサ 部の 最良 ァ- 



ント 設定 



干渉 光源 




投 光部と 受 光部との 距離 は， 3m とする。 
光源と 受 光部との 距離 D は， 3 m とする。 



図 11 一 光 干渉 試験 (キセノン フラッシュ ビー コ ン 光源の 場合） 



著作む;' 仝に よ り 無断での 痕載， 職 等 は 禁止され てお ります。 




危険 側 故障 試験の た めの セン サ 部の 最悪 ァ ライ メン卜 設定 




投 光部と 受 光部との 距離 は， 3m とする。 

光源と 受 光部との 距離 D は， 1 m (危険 側 故障 試験に 対して） とする。 
図 12 — 光 干渉 試験 (ス卜 ロボ 光源の 場合) 

5.4.6.2 光源 

光源 に は， 次の もの を 用いな ければ な ら ない。 

a) 白熱灯 光源 次の 特性 を もつ 直線 形 ハロゲン （クォーツ） 電球。 
一 色 温度 ： 3 000〜3 200 K 

一 入力 お 力 ： 0.5〜1 kW の 定格 電力 

一 定格^ 圧 ： 100〜250 V の 間の 任意の 電圧 

一 供給 圧 ： 48〜62 Hz ま での 正弦波 交流で， 定格 電圧 ±5 % の 範囲 内の 電圧 
I 長さ ： 1 50〜250 mm (公称 値） 

ランプに は， 最小 寸法が 200 mm X 150 mm, 波長 400〜 1 500 nm にわた つ て 偏差 ± 5 % の 範囲 内の 均一 な 
反射率 を もつ， つや 消 し 仕上げの パラボラ 形 反射 器 を 付けなければ ならない。 

注記 つや 消しの 前 窓 を もつ ランプ を 用いても よい。 この 光源 は， 分光 分布が 分かって おり， Hi '源 周 
波 数の 2 倍の 周波数で 現れる 変調 特性 も 予測 可能で あり， ほぼ 均一な 強度 分布の ビーム を 作り 
出す。 太陽光 及び 作業 現場の 白熱灯 照明 をシ ミュレ 一 ト するとき に 用いられる。 

b) 蛍光灯 光源 次の 特性 を もつ 直線 形 蛍光 管。 
一 寸法 ： T8 〉< 1 200 mm (公称 径 25 mm) 

一 定格^ 力 ： 18〜20 W 



著作権法 により 無断での； ！， 転載 等 は 禁止され ております。 
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一 色 温度 ： 5 000〜6 000 K 

次の 仕様の 電子 安定器と 組み合わせて 用いる。 
一 作動 周波数 ： 30〜40kHz 

一 蛍光 管に 対応す る 定格 電力で， 定格 供給 電圧 ±5% の 範囲 内で， 反射鏡 又は 拡散 板な しで 使用。 

c) フラッシュ ビーコン 光源 次の 特性 を もつ キセノン フラッシュ 管 （ェン クロージャ '反射 器' フィル 
タ なし）。 

一 フラッシュ 持続 時間 ：40 〜！ 200トは （強度 半減 点まで を 測定） 

- フラッシュ 周波数 ： 0.5〜2 Hz 

一 J フラッシュ の 入力 エネ ルギ 一： 3〜5 J 

d) ストロボ 光源 次の 特性 を もつ キセノン フラッシュ 管 （ェン クロージャ '反射 器' フィルタ なし）。 
一 フラッシュ 持続 時間 ： 5〜30^is (強度 半減 点まで を 測定） 

一 フラッシュ 周波数 ： 5〜200 Hz 

一 1 フラッシュの 入力 ェ ネ ルギー ： 0.05 J (200 Hz)〜0.5 J (5 Hz) 

試験 中， フラッシュ 管の 位置 は 固定す る。 
5.4.6.3 試験 手順 

注記 次の B 試験 及び C 試験 は， 第 1 部の 5丄3 に 定義して いる。 
試験 手順 J ： 

1) ESPE を 正常 運転 状態に する。 

2) 干渉 光 を 点灯す る。 

3) B 試験 を 行う。 

4) ESPE の 電源 を 5 秒 間 オフ 後， 電源 を 復帰させる （起動 インタ ロックが あれば リセットす る。）。 

5) B 試験 を 行う。 

6) 干渉 光 を 消灯す る。 

7) B 試験 を 行う。 
試験 手順 2 ： 

1) ESPE を 正常 運転 状態に する。 

2) 干渉 光 を 点灯す る。 

3) C 試験 を 1 分 間 繰り返し 行う。 

4) ESPE の 電源 を 5 秒 間 オフ 後， 電源 を 復帰させる （起動 インタ ロックが あれば リセット する。）。 

5) C 試験 を〗 分 間 繰り返し 行う。 

6) 干渉 光 を 消灯す る。 

7) C 試験 を 1 分 間^り 返し 行う。 
試験 手順 3 ： 

1) ESPE を 正常 運転 状態に する。 

2) 干渉 光 を 点灯す る。 

3) C 試験 を 3 分 間 繰り返し 行う。 

5.4.6.4 正常 運転 試験 （最良 ァ ライ メン卜 時） 

次の 各 干渉 光 を 1 個 又は 複数の 受 光部の 光軸に 向けて 照射して， 5,4.6.3 の 試験 手順 1 を 実施す る。 ESPE 
は ， 試験 中正 常 運転 を 継続し なければ ならない。 

I 受光 部面の 計測 照度が 1 500 1x になる ような 5.4.6.2 による 白熱灯 光源 （図 9 参照）。 



著作 ii; 丄; により «斷 での 《h， ぉ蒙了 は^ 止されて おります。 
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一 受 光部の EAA 内で 3 m の 距離に 5.4.6.2 による フラッシュ ビーコン 光源 （図 11 参照） を 置いて 1 分間 

照射。 

一 受光 部面の 計測 照度が 1 500 lx になる ような 5.4.6.2 による 蛍光灯 光源 （図 10 参照）。 この 試験 は 蛍光 
管の 中央 及び 両端 （^極 及び 陰極 領域） からの 光 を 用いる 三つの 形態で 実施し なければ ならない。 
注記 蛍光灯 光源 を 用いる 試験の 目的の 一つ は， 高い 周波数で 変調され た 放射 光に 対する AOPD の 
妨害 惑 受性を 確認す る ことで ある。 
5.4.6.5 危険 側 故障 試験 一白 熱 光 （3 000 】x で 最悪 ァ ライ メン 卜の 場合） 

5.4.6.2 による 白熱灯 光源 を 1, 個 又は 複数の 受 光部の 光軸に 向けて， 受光 部面の 計測 照度が 3 000±300 1x 
となる ように 照射して， 5.4.6.3 の 試験 手順 2 を 実施す る。 試験 中， 危険 側 故障が あって はならない （図 9 
参照)。 

5.4.6.6 危険 側 故障 試験 一 ストロボ 光 （最悪 ァ ライ メン 卜の 場合） 

5.4.6.2 による ス ト ロボ 光源 を 1 個 又は 複数の 受 光部の 光軸に 向けて 照射して， 5.4.6.3 の 試験 手順 3 を 実 

施す る。 試験 中， 危険 側 故障が あって はならない （図 12 参照）。 ストロボ 光源の フラッシュ 速度 は， 3 分 
間に 5〜200Hz まで 直線 的に 増加 させ， この 3 分 間に C 試験 を 連続 的に 繰り返さなければ ならない。 
5.4.6.7 危険 側 故障 試験 一 蛍光灯 光 （3 00tHx で 最悪 ァ ライ メント の 場合） 

5.4.6.2 に よる 蛍光灯 光源 を 1 個 又は 複数の 受 光部の 光軸に 向けて， 受光 部面の 計測 照度が 3 000 lx と な 
るよう に 照射した とき， 危険 側 故障が あって はならない （図 10 参照）。 この 試験 は， 蛍光 管の 中央 及び 両 
端 （陽極 及び C. 極 領域） からの 光 を 用いる 三つの 形態で 実施し なければ ならない。 5.4.6.3 の 試験 手順 2 に 
よる。 

5.4.6.8 危険 側 故障 試験 -同 一 設計の 投 光部からの 干渉 光 

同 一 設計の AOPD 投 光部からの 放射 光が， 直接 又は 再帰 反射 器 （使用され ている 場合） を 介して AOPD 
受 光部に 向けられた とき， タイプ 4 の ESPE に は 危険 側 故障が あって はならない。 5 丄 1.2 及び S.2.9.1 の 分 
析 によって 決定され るお 悪条件に 対応して， 最小限 6 個の 位置 を 選定して 試験し なければ ならない。 AOPD 
は， 供給者が 指定す る 最大 作動 距離で 作動 させて 試^し なければ ならない。 S.4.6.3 の 試験 手順 3 を 用いな 
ければ ならない。 試験 片を 検出 区域に 入れた とき， 試験 片を 検出す るか， 又は OSSD が オフに ならな けれ 
ばなら ない。 異なる コード， 大きさ 及び 構成が 可能であれば， それら を 分析し なければ ならない。 最悪の 
組合せで 危険 側 故障 を 試験し なければ ならない。 

6 識別 及び 安全 使用の ための マーキング 

(次 を 除いて， 第 1 部の 箇条 6, を 適用す る。） 
6.1 —般 事項 

(第 1 部に， 次の 規定 を 追加して 適用す る。） 
I への 追加 

- 検出 能力が 異なる AOPD 部分が ある 場合 は， これらの 部分と その 検出 能力 と を 各 AOPD の 外側に マー 
キングして 示さなければ ならない。 マーキングで きないと き （例えば， スペース 不足） に は， 附属 文 
書中 に そ の 情報 を 含めな ければ な ら ない。 

一 最小 及び 最大の 作動 距離 を マーキングし なければ ならない。 

一 ^光部 及ぴ投 光部の 取 付けが 正しくない 場合 （例えば， 180° の ミス ァ ライ メント ） にも OSSD 力 《ォ 
ン 状態 に な り 得 る 場合 は ， AOPD に は 互 いに 正し い 取 付け 位置が 明確 に 分かる ように マーキン グ し な 
ければ ならない。 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお ります。 
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一 光 カーテンに は， 検 出 区域 の 限界点 を 明確に マーキング しなけ れ ば な ら な レ 、 。 
― ビーム 中心 線 を 示す マーキング をし な け れ ば な ら な レ 、 。 

注記 ビーム 中心 線 は， AOPD の 位置 を 決定す る 要素の 一つで ある。 

7 附属 文書 

(次 を 除いて， 第 1 部の 箇条 7. を 適用す る。） 
f) [第 1 部の わ に 追加す る。] 

検出 能力が 異な る AOPD 部分が ある 場合 は， 異なる 検出 能力 ごとに AOPD の 試験 片の大 き さ 及び 検 
出 能力 を， その 検出 能力 を 確認す る 手順 及び 検知 機能の 作動 を 視覚 表示 器に よって 確認す る 手順と と 
も に 示さ なければ な ら ない。 検出 不可能な 対象 物の 大き さ に関する 情報 も 含めなければ な ら ない。 
i) [第 1 部の i) に 追加す る。] 

AOPD を 据え付ける^ 合の 注意事項の 詳細。 これに は， その 装置の EAA， 又は 機械 上 若しくは 機械 
の 近傍に ある 反射 面， 又は 作 1 中の 工作物が もつ 反射 面に よって AOPD 検出 能力が どのような 影^ を 
受ける か を 詳細 に 示す 据付 図面 も 含める。 
I [第 1 部の v) に 追加す る。] 

検知 器の 作動 確認の ために 必要と なる， 検出 区域への 試験 片 挿入 法の 詳細 を， AOPD の 識別 可能な 
基準 （例えば， ビーム 中心^) 力 、ら 見た すべての 可能な 接近 方向からの 挿入に ついて 示さなければ な 
ら ない。 

その 限度まで 検出 能力が 維持され る， 試験 片 又は その 同等 品の 最大 速度 を 示さなければ ならない。 
AOPD が 光 カーテンの 空間 的 位置 を 調お する 手段 を もつ 場合に は， ^，の 範囲 及び 対応す る 検出 区 
域の 位置 関係 を 附属 文書の 中に 図式 的に 示さなければ ならない。 光 カーテン において は， 投 光部 及び 
受 光部が， 特に 180° の ミス ァ ライ メント を 起こさず 互いに 正しく 取り付けられる ように 明示した 図 
面 を 提供 し な ければ な ら ない。 
af) [第 1 部の af) に 追加す る。] 

次の 趣旨の 記載 を 含めなければ ならない。 
"他の 形態の 光 放射が 存在す る 特定の 用途 （例えば， クレーンの ケーブル レス 制御装置， 溶接 スパ 
ッ 夕からの 放射， ストロボ 光の 影, '7) では， ESPE の 危険 側 故障 を 確実に 防止す るた めに 追加の 安全 
方策が 必^に なるこ とが ある。" 
國 (第 1 部の 筒条 7. に 追加す ■ 

ブラン キング を 用いる とき は， JISB 9715 による 最小 距離 を 計算す るた めの 情報。 ブラン キング を 
用いる とき は， 最小 距離と 最低 検出 能力 （最悪 ケース 時） との 関係 を 吟味す る 必要が ある こと (；ズ え 

^ま^^^ ふ.？ )j t 含丄は 異な^ にす- ^必要お あ 立 Si ゑ 説明 しなければ ならない。 
國 (第 1 部の 攘条 7. に 追加す ■ 

検出 区域の ブラ ン キング された エリ ァを 通して 人が 危険 源に 近づ く こ と を 防止す る 追加 手段の 説明 
力ぶ TSB 62046 に 示されて いる。 
國 (第 I 部の 箇条 7. に 追加す る。） 

検出 区域 を 設定した 後， 責任者が 適切な 試験 片を 用いて それ を 検証す る ことの 勧告。 



去に よ り 無断で t^^H fe'hk-'t ■ i されて お ります。 



25 

B 9704-2 ： 2008 (IEC 61496-2 ： 2006) 



附属 書 A 
(規定） 

ESPE の オプション 機能 

序文 

この 附属 書 は， ESPE のォ プショ ン 機能に ついて 規定す る。 
要求 事項 

第 1 部の 附属 書 A に， 次の A.9 を 追加して 適用す る。 

A.9 ブラン キンク' 
機能 要求 事項 

検出 能力 及び 検出 区域 内の ブラ ン キン グ 適用 部分 は， AOPD の 他の 安全 関連 機能 と 同じ 障害 検出 要求 事 
項 を 満たさなければ ならない。 

AOPD は， ブラン キングした ビームが 連続 的に 遮光され ている こ と を モニタす る 機能 （モニター ド ブラ 
ン キング） を 備える ことができる。 ブラン キング 機能 を 備える AOPD は， ブラン キング 機能 を 有効に した 
状態で 5.4.6 の 干渉 試験の 要求 事項 をす ベて 満たさなければ ならない。 この 要求 は， すべての ブラン キン 
グ モー ド について 適用す る。 ブラン キングが 作動 中で ある こ と を 示す 表示 器 を 備えなければ ならない。 
注記 ブラン キングに 関する 追加の 要求 事項 は 検討 中で ある。 



著作^ i£ に よ I *W での 観 製， I V さ 止されて お ります。 
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附属 書 B 
(規定） 

ESPE 電^ i 用品の 単一 ― m.^. 
(53 の 危険 側 故障と して 考慮すべき もの） 

序文 

この 附属 書 は， 5.3 (第 1 部） に 従って 障害 状態の 性能 試験 を 行う ときに 危険 側 故障と して 考慮すべき ESPE 
電気 用品の 単一 障害に ついて 規定す る。 

要求 事項 

第 1 部の 附属 書 B を 適用す る。 



S : 作 ffi 法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお り ま す。 
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附属 書 D 
(規定） 

プリズム 法に よる 有効 開口 角 （EAA) の 検証 

序文 

この 附属 書 は， プリズム を 用いて AOPD の 有効 開口 角 （EAA) を 検証す る 方法に ついて 規定す る。 
D.1 一般 事項 

この 試験 は， マルチ 光 ビーム 装置 及び 光 カーテン システムに 適用し なければ ならない。 この 方法 は， ビ 
一 ム ご と の 特性 を 検証す るた めに 各 ビーム を 分離す る こと を 基礎に している (図 D.1).-, 

注記 1 投光器の EAA が受光 器の EAA と 異なる^ 合に は， この 検証 手順 は， ^価な 方法 を 開発す る 
ための 指針と なる。 その 場合 は， 検証す る システムの 設計に 対して 妥当な 異なる EAA 限度 
値 を 決定す る 必要が ある。 

AOPD は， 回転 テーブル 上に （原点に） 最適に ァ ライ メント （位置 決め） しなければ ならない。 試験に 
は 図 2 の MP1 に 適用す る ビーム 偏向 角 を もつ く さび; 形 プリ ズムを 用いなければ ならない。 プリ ズムの 高さ 
(図 D.2 の /7) は， 少なくとも 一つの ビーム を 十分 カバーし なければ ならない 力、 検出 能力に 相当す る寸 
法 を 超えて はならない。 D.2 の プリズム 試験 （図 D.2) を， 3 m 又は 装置の 作動 距離 範囲 内の 可能な 限り 3m 
に 近い 値で 行わなければ ならない （3 m 以外の 距離で 試験 を 行う 場合 は， 図 2 の 式 を 用いて 適切な 偏向 角 
を 計算し なければ ならない。）。 

注記 2 5.2.9.1 の 分析に 基づいて， 他の 距離に よ る 試験が 必要 となる こと も ある。 
プリ ズム角 パは， 図 D.3 の 式 を 用いて 計算で き る。 

D.2 プリズム 試験の 手順 

AOPD を 起動して， 次の 手順 を 実施す る。 

1) OSSD の 状態 を 確認す る。 オン 状態に なければ ならない。 

2) プリ ズム 中心 力 、 試験 対象の 投 光部 又は 受 光部の 前になる よう に プリズム を 挿入す る。 

3) OSSD 力 《オフ 状態に 移行し， オフ 状態 を 続けなければ ならない。 OSSD が オン 状態に とどまつ ている 
とき は， 回転 テーブル を ビーム 偏向 方向に OSSD が オフになる まで 回転させる。 プリ ズムを 取り除き， 
OSSD が オンに 戻る こ と を 確認す る。 

4) プリズム を 180° 回転 させ， 同じ 試験 対象 ビームの 前に 挿入す る。 OSSD が オフ 状態に 移行し， オフ 
状態 を 続ける こと を 確認す る。 OSSD が オン 状態に とどまつ ている とき は， 回転 テーブル を ビーム 偏 
向 方向 に OSSD がォ フ に なる ま で 回転 させる。 プリズム を 取 り 除き， OSSD が オンに 戻る こと を 確認 
する。 

5) 回転 テーブルの 位 K を 変えずに， プリズム を 反対 方向から OSSD が オフ 状態に 変化す るまで 挿入して 
手順 3) 及び 手順 4) を 繰り返す。 OSSD が オフになる 位置が 見つからない 場合 は， 試験 対象 ビームの 
EAA が 過大で ある こ とが 確^され たこ とになる。 

注記 上記の 試験 手順の 目的 は， いずれの 方向から プリズム を 挿入しても OSSD が 状態 変化す るよう 
な 回転 テーブルの 位置が ただ 一つ ある こと を 見つける ことで ある。 この ことによって， 両方 向 
の EAA が 同 じで ある こと が 検証 される。 



著作権法 によ り 無断での 瘋颶, IEK 等 は 禁止され てお ります。 
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6) 回転 テーブル を ゼロ 位置に 戻し， 各 ビームに 対して 手順 1)〜5) を 繰り返す。 プリズムの 位置 を 変える 
間 OSSD は 状態 を 変化しても よい。 

この 試験 手順 は， 少なく とも 最初 及び 最後の ビームに ついては， 試験 対象 システム を 90° 回転し， プリ 
ズムを Y 軸 JflJ ^畫 に沿って， 挿入して 繰り返さなければ ならない。 5.2.9.1 の 分析で， 他の 位置が 
不利で ある ことが 示されるなら， 他の 位置で も 繰り返さなければ ならない。 

この 試験 は， 投光器の 前 及び 受光 器の 前の 両方で 行わなければ ならない。 




注記 1 プリズム は， 可能な 限り 光学 系に 近付ける。 

注記 2 大きな 偏向 角 を 得る ために は， プリズム を 組み合わせて 用いる 必要 も あり 得る。 
図 各 ビームの EAA を 測定す る プ リ ズム 試験 



著作 1 J 、により 無断での 複製, 転載 等 は 禁止され ております c 
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測定 距離 ： 3 m 又は 追加の 測定 点 



受光器 又は 投光器 




投光器 又は 受光器 



ビーム 偏向 角 ひ 




く さび 形 プリズムの 高さ AV 



光軸 



各 ビーム を 個別に 解析す るた めに， //は 試験 対象の ビーム だけ を 完全に カバーす る こ とが 望ま しい 

図 D.2 — プ リ ズム による E AA 試験 



保護領 域の 咼 さに 
沿って 動かす。 




著作 r よに より 艇 断での iKis, c« では 禁止され ております。 
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く さび 形 プリズムの 偏向 角 は， その プリズムの 機械的 角度， 用いる ガラスの 屈折率 及び 波長に 
依存す る。 プリズム 角 は， 次の 式で 与えられる。 

a 



("-】） 
に， P 



偏向 角 
屈折率 

波長 880 nm に対する ガラスの 屈折率 1.5] を 用いる と， 偏向 角 2.5° に対する プリズム 角 は， 

2.5 



0-51-1) 
4.9。 



タが 一定 〔4.9° ) のとき， 異なる 波長に 対する 偏向 角 は 次のようになる。 



波長 


屈折^ 


偏向 角 




n 


II 

ゝ ^ ん 


440 匪 


1.5 


4.9(1.5— 1)=2.45° 


880 nm 


1.51 


4.9(1.51-1) = 2.5° 


1 500 画 


1.53 


II 

つ 

、 ^ ノ 
ひ. 
寸 



注記 波長が 異なる ことによ る 測定 誤差 は， 400 nm に 対し— 0.05° ， 1 500 nm に 対し +0J 

となる。 



図 D.3 —く さび 形 プリ ズムの 設計 計算 



著作お ^によ リ駕晰 での ま mm^x ひ 二 止されて お ります。 
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附属 書 E 
(規定） 

ミラ一 法 及び ミス ァ ライ メン卜 試験 による 光学 性能の 検証 

序文 

この 附属 書 は， ミラー 法 及び ミス ァラ ィメ ント 試験 を 用いて AOPD の 光学 性能 を 検証す る 方法 を 規定す 

る。 

E.1 不適切な ァ ライ メン卜 及び 外部 反射光に 対する 保護 

AOPD が 4.1.2.2 の 光学 性能の 要求 事項 を 満足す るた めに EAA を 制限す る 方法 を 用いない 場合， 及び 
5.2.9.1 の 分析 結果 を考 おして 必要な 場合 は， 4 丄 2.2〜4丄2.4 の 要求 事項 を 満足す る こと を， 設計 分析と こ 

の 附属 書の 採用 可能な 試験 と を 組み合わせて 検証 し な ければ な ら ない。 

すべての 設計 技術 を 想定す る こと はで きないので， ここに 示す 試験 手順 は， 特殊な 設計に 対して は 適さ 
ない こと も あり 得る。 その 場合 は， 試験法の 変更が 必要で ある。 

E.2 ミス ァ ライ メント 時に OSSD がォ フ 状態 になる こと の 検証 

表 E.1 及び 表 E.2 に 示す 許容 角度， 又は 図 E.1 の 計算 式に よって 計算され る 角度 を 超える ミス ァ ライ メ 
ントが あるとき， OSSD が オフ 状態に とどまる こと を 検証し なければ ならない （図: E.1 参照）。 



表 E.1 — タイプ 2 の ESPE に対する 最大 許容 ミス ァ ライ メント 角 ひ） 
(光 カーテンの 寸法に 対して 規定） 

単位 ° 



光 カーテンの 








最外 側ビ 


ームの 中心 線 間の IS 


-\ $3. (mm; 


作動 距離 （m) 


300 


450 


600 


750 


900 


1 050 


1 200 


1 350 


1 500 


1 800 


3.0 以下 


51.8 


33.8 


25.2 


20.1 


16.7 


141.3 




12.5 


11.1 


10.0 


8.3 


4.0 


71.4 


45.8 


33.9 


27.0 


22.4 


19.2 




16.8 


14.9 


13.4 


11.2 


5.0 


93.6 


58.2 


42.8 


33.9 


28.1 


24.4 




21.0 


18.6 


16.8 


14.0 


6.0 


122.1 


71.4 


51.9 


41.0 


33.9 


29.0 




25.3 


22.4 


20.2 


16.8 



表 E.2 — タイプ 4 の ESPE に対する 最大 許容 ミス ァ ライ メント 角 ひ） 
(光力 一テンの 寸法 に 対 し て 規定） 

単位 



光 カーテンの 








最外 側ビ 


ームの 中心 線 間の S 


； 1 : 離 （mm) 


作動 距離 （m) 


300 


450 


600 


750 


900 


1 050 


1 200 


1 350 


] 500 


1 800 


3.0 以下 


25.2 


16.7 


12.5 


10.0 


8.3 


7.2 


6.3 


5.6 


5.0 


4.2 


4.0 


33.8 


22.4 


16.7 


13.4 


11.1 


9.5 


8.3 


7.4 


6.7 


5.6 


5.0 


42.7 


28.1 


21.0 


16.7 


13.9 


11.9 


10.4 


9.3 


8.3 


7.0 


6.0 


51.8 


33.8 


25.2 


20.1 


16.7 


14.3 


12.5 




10.0 


8.3 



E.2.1 ミス ァ ライ メント 試験の 手順 

供給者の 説明書に 従って AOTO を 最適 ァ ライ メ ン ト に 設定し， OSSD が オン 状態に ある こ と を 確認す る。 
図 E.1 に 示す よう に， ミス ァ ライ メント 角 を 0° から OSSD が オフに なり オフに と どまる 角 はまで 増大 



著作 ffi 法に より 無断での 複製， 転載;.」 ,」. 禁止され てお ります。 
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させる。 そのような 角度 は， 表 E.1 及び 表 E.2 に 示す 角より 小さくなければ ならない。 続けて ミス ァ ライ 
メント 角 を ゆつ く りと 180° まで 増大 させ， その 間 OSSD が オフに とどまらなければ ならない。 y (図 E.1 
参照） が 160° より 大きい 場合 は， この 試験 を 行う 必要 はない。 

注記 5.2.9J. の 分析の 結果に よって は， （例えば， 自動 ゲイン コントロール を 許容す るた めに） 試験 手 
順の 変. 0i 及び 追加の 試験が 必要に なること も ある。 

E.3 外部 反射光に 対する 保護の 検証 

AOPD を 最悪 ァ ライ メント に 設定し， 反射 面 を AOPD の 近傍に 置いた とき， 危険 側 故障 を 生じない こと 
を 検証し なければ ならない。 これ は， 各 ビームに ついて， 供給者 仕様の 範囲 内の 他の すべての 条件で 行わ 
なければ ならない。 
E.3.1 外部 反射光 影響 試験の 手順 

この 試験 は， 供給者が 指定す る 作動 距離の 範囲 内の 0.5 m, 0.75 m, 〗 .5 m 及び 3.0 m の 各 作動 距離で 実 
施しな ければ な ら ない。 最小 作動 距離の 規定値が 3.0 m を 超える 場合 は， 試験 は 最小 作動 距離で 尖 施す る 。 
試験 は 各 ビーム 中心 線に ついて 繰り返さなければ ならない。 

AOPD を 最悪 ァ ライ メント に 設定した 後， 試験 対象 装置の 電源 を オフに し， 再び オンに する。 

注記 電源 オンに してから， 試験 を 始める 前に 一定 時間 （例えば， ゲイン コントロール 回路の 整 定時 
間） 待つ 必要が ある。 

ビーム 中心 線に 沿って （図 E.2 に 示す 適切な 距離に） ミラー を 置き， 投光器から 受光 器へ S 大の光 伝送 
(ミラー 反射光 を 含む。） が 達成され るよう に ミラー を 傾けて， 試験 片を ビーム 中心 線の 中間 点に^ き， C 
試験 を 行う。 ミラー は， 平面で 使用 波長の 反射率が 0.9 以上， 大きさ 200 mmX200mm 以上と する。 

C 試験 を 行う とき， 投光器から 受光 器への 直接 光 は 試験 片で - ト-分 遮光され なければ ならない カ^ ミラ一 
による 間接 光 （反射光） を 試験 片が 遮光して はならない。 
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a = 作動 距離 

b = 最外 側 ビームの ビーム 中心 間 距離 
W = 光 スボッ 卜の 半径 

y = 回転 角度 （° ) であって， 次の 式に よる。 



7 = z arcsin (R I 2b) 
ただし， R は 次に よる。 



タイプ 2 の AOPD ： 


a さ 3 n 


i の 


と 


さ 


R 


= 260 mm 




a > 3 n 


i の 


と 


き 


R 


= a X tan 5.0° 


タイプ 4 の AOP.D ： 


a i= _3n 


i の 


と 


き 


R 


= 130 mm 




a > 3n 


a の 


と 


ぎ 


R 


= «Xtan2.5° 



図 E.l AOPD ミス ァ ライ メン卜 試験 
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位置 1 



位置 4 



ビ一ム 中心 線 [Z 軸 a) ] 




位置 2 



位置 3 



作動 距離 a 




ミラーの 位置が 検出 区域 内に あるよう な 試験 は 除外す る, 
注 a) Z 軸の 向き は 図 D.2 を 参照。 





かニ最 大しこ_なる_ よ— こ 
傾き を购 整す る。 



ミラ一 位置の 表 



作動 距離 

a m 


タイプ 2 ESP 


タイ プ 4 ESPE 


D mm 


dmm 


0.5 〜 3.0 


262 


131 


a > 3.0 


<7 X tan 5 


flXtan 2.5° 



図 E.2 — 外 部 反射 影響 試験 



ろぼ ほ丄 により Mw* での Wm% は 禁止され てお り ます。 
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附属 書 F 
(参考） 

ビームの 完全 遮光 原理に 基づく AOPD の 検出 能力 



序文 

この 附属 書 は， ビームの 完全 遮光 原理に 基づく AOPD の 検出 能力に ついて 記載す る ものであって， 規定 
の 一部で はない。 ここで は， 光 カーテンの 寸法から AOPD 検出 能力 を 決定す る 方法 を 示す 力 5 ， この 方法 を 
用いる こ と を 要求す る もので はない。 



F.1 検出 能力の 決定 法 

光 カーテン にあって は， 供給者 は， 試験 片が 検出 区域 内の どこに 置かれても 少なく とも 一つの ビーム を 
完全に 遮光 すれば 試験 片は 必ず 検出され る と いう 原理に 基づいて 検出 能力 を 決定す る こ と がで きる。 




光 カーテンの 寸法 設計に 基づき， 最小 検出 能力 を 決定す るた めに， 次の 式 を 用いる ことができる。 
d^P+ 

例えば， 

レンズ 直径 （0) = 6 ram 
ビーム 間隔 (P) = 8mm 
とすれば， 

d = 6 + 8 = 14 mm 
したがって， この 例で は 検出 能力 は 14mm になる。 
注記 上記の 計算 例に おいて は， ビーム 中心 線 間隔が 一定で， 投光器 及び 受光 器の 光学 素子の 直径が 
等しい ことが 必要で ある。 光学 素子の 直径が 異なる 場合 は， 大きい 方の 直径 を 用いる。 
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附属 書 JA 
(参考） 

AOPD を 使う 設備に 適用す る 第 1 部 及び 第 2 部の 箇条一 覧 

序文 

こ の 附属 書 は， AOPD を 使 う 設備に 適用す る JIS B 9704 の 第 〗 部 及び 第 2 部の 箇条 を 分か り やすく 一な 
表に ま とめた もので あ り， 規定の 一部で はない。 

AOPD を 使う 保護 設備に 適用す る 要求 事項 は， 第 1 部 （JIS B 9704-1 ： 2006) の 規定 を そのまま 適用す る 
部分 （この 規格に は 記載され ていない。） と， この 規格が 規定す るすべ ての 部分と を 加え 合わせて 完全な 規 
定 となる。 

JA.1 一覧表 

次の 表 は， AOPD を 使う 設備に 適用す る J1SB 9704 規格 群の 第 〗 部 及び 第 2 部の 箇条 番号 及び 題名の す 
ベて を 示す。 網 掛け 部分が， AOPD を 使う ESPE に 適用す る 箇条で ある （題名 だけの 箇条 は， 規定 を 含ま 
ない ので 網 掛けして いない。）。 最右 列に 示す- 1 及び- 2 は， それぞれ 第 1 部 及び 第 2 部の 意味で ある。 



： お 1 部の 規定 


第 2 部 (この 規格) の ■ 


AOPD に 適用す る 部 


1 丁乂 




ゆ乂 




-2 


1 


適用 範囲 


1 


適用 範囲 顯ぇ) 


-> 

-Z 




引用 規格 


2 


引用 規格 （邰分 的 追加） 


-1 及び- 2 




定義 


3 


用語 及び 定義 




3. 卜: U 










3.3 


検出 能力 


3.3 


検出 能力 換え) 


- 2 


3.4 〜 3.33 








-1 






3.201 


能動的 光電 保護 装置 （追加） 


-2 






3.202 


ビーム 中心 線 (追/棚 


- 2 






3.203 


有効 開口 角 （追加） 


- 2 






3.204 


光 ビーム 装置 （追加） 


- 2 






3.205 


光 カーテン (» 


- 2 






3.206 


試験 片 （追加） 


-2 






3.207 


モニター ド ブラン キング （追加） 


-2 


4 


機能， 設計 及び 環境に 対する 
要求 事項 


4 


機能， 設計 及び 環境に 対する 
要求 事項 




4.1 


機能 要求 事項 


4 A 


機能 要求 事項 




4.1.1 


定常 運転 






-1 


4.1.2 


検知 機能 


4.1.2 


検知 機能 (匿 換え) 


-2 






4.1.2.1 


一般 事項 (^換えの 細分 箇条) 


-2 






4.1.2.2 


光学 性能 (蹬 換えの 細分^ 条) 








4.1.2.3 


再帰 反射 技術 を 用いる AOPD に 
対する 追加 要求 事項 （iT? 換えの 
細分^ 条) 


-2 






4.1.2.4 


同じ アセンブリ 内に 投光器 及び 
受光器 を もつ AOPI3 に対する 追 

加 要求 事項 ( il 換 え の 細 分 ® お 


- 2 


4.1.3 


ESPE の タイプ 別 






-1 
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第 I 部の 規定 


第 2 部 （この 規格） の 規定 


AOPD に 適用す る 部 


4.2 


設計 要求 事項 


4.2 


設計 要求 事項 




4.2.1 


電源 






-1 


4.2.2 


障害 検出に 関する 要求 事項 


4.2.2 


障害 検出に 関する 要求 事項 


― 


4.2.2.1 


一般 事項 






-1 


4.2.2.2 


タイプ〗 の ESPE への 要求 事項 






タイプ 1 は 適用 除外 


4.2.2.3 


タイプ 2 の ESPE への 要求 事項 


4.2.2.3 


タイプ 2 の ESPE の 要求 事項 

換え） 


-2 


4.2.2.4 


タイプ 3 の ESPS£ への 要求 事項 






タイ プ 3 は 適用 除外 


4.2.2.5 


タイプ 4 の ESPE への 要求 事項 






- 1 


4.2.3 


ESPE の 電気 用品 






-1 


4.2.3.1 


一般 事項 






-1 


4.2.3.2 


感電 保護 






-1 


4.2.3.3 


電気 用品の 保護 






-1 


4.2.3.4 


環境 汚損 度 






-1 


4.2.3.5 


空間 距離， 沿 面 距離 及び 分離 距 
離 






-1 


4.2.3.6 


配線 






-1 


4.2.4 


OSSD (出力 信号 開閉器） 






-1 


4.2.4.1 


一般 事項 






-1 


4.2.4.2 


リレー 式 OSSD 






-1 


4.2.4.3 


ソリ ッ ドス テート 式 OSS!) 






-1 


4.2.4.4 


データ通信 インタフェース 






-1 


4.2.5 


表示灯 及び ディスプレイ 






-1 


4.2.6 


調整 手段 






-1 


4.2.7 


サブシステムの 切り離し 






-1 


4.2.8 


非 電気 的 構成 品 






-1 


4.2.9 


共通 原因 故障 






- 1 


4.2.10 


プログラマ ブル 集積回路 又は 複 
雑な 集積回路 






-1 


4.2.11 


ソフトウェア， プログラミング， 
集積回路 機能 設計 






-1 


4.2.11.1 


一般 事項 






-1 


4.2.11.2 


要求 事項 






-1 






4.2.12 


AOPD 検出 能力の イン テグ リテ 

1 (追加） 


- 2 






4.2.13 


試験 片 （追加） 


- 2 






4.2.14 


波長 （追加） 


- 2 






4.2.15 


放射 強度 (追 欄 




4.3 


環境 要求 事項 


4.3 


環境 要求 事項 (追 儀 


— 2 


4.3.1 


周囲 温度 範囲 及び 湿度 






-1 


4.3.2 


電気 的 妨害 






-1 


4.3.2.1 


電源 電圧 変動 






-1 


4.3.2.2 


瞬時 停電 






-1 


4.3.2.3 


ファースト ト ランジェ ン 卜の バ 
ース卜 






-1 


4.3.2.3.1 


一般 要求 事項 






-1 


4.3.2.3.2 


追加 要求 事項 






-1 



著作権法 により 無断での し—， ―.. - は 禁止され てお ります, 



38 



B 9704-2 ： 2008 (IEC 61496-2 ： 2006) 



第 I 部の 規定 


第 2 部 （この 規格） の 規定 


AOPD に 適用す る 部 


4.3.2.4 


ファース 卜 卜 ランジェ ン 卜の サ 
ージ 






-1 


4.3.2.4.! 


一般 要求 事項 






-1 


4J.2.4.2 


追加 要求 事項 






-1 


4.3.2.S 


電 磁界 






-1 


4.3.2.5.1 


一般 要求 事項 






-1 


4.3.2.5.2 


追加 要求 事項 






-1 


4.3.2.6 


無線周波 電 磁界に よる 伝導 妨害 






-1 


4.3.2.6.1 


一般 要求 事項 






-1 


4.3.2.6.2 


追加 要求 事項 






-1 


4.3.2.7 


静電気 放電 






-1 


4.3.2.7.1 


一般 要求 事項 






-1 


4.3.2.7.2 


追加 要求 事項 






-1 


4.3.3 


機械的 環境 






-1 


4.3.3. S 


振動 






-1 


4.3.3.2 


バンプ 






-1 


4.3.4 


ェン クロージャ 






-1 






4.3.5 


光 干渉 （^/川） 


-2 


5 


試験 方法 


5 






5.1 


一般 事項 


5.1 


一般 事項 （部分的 迫 加） 


-1 及び- 2 


5.1.1 


型式 試験 


5.1.1 


型式 試験 


一 


5.1.1.1 


試験 用 ESPE 






-1 


5.1.1.2 


運転 条件 


5.1.1.2 


運転 条件 （^^的 追加） 


1 及び- 2 


5.1.1.3 


検出 区域への 侵入の シ ミュレ一 
シ ヨン 






-! 


5.1.2 


試験 条件 


5.1.2 


試験 条件 


一 


5.1.2.1 


試験 ふ兒 






-1 


5.1.2.2 


測定 精度 


5 丄 2.2 


測定 精度 は 1; 分 的 追加） 


-1 及び- 2 


5.1.3 


試験 果 






-1 


5.2 


機能 試験 


5.2 


機能 試験 






検知 機能 




検知 機能 及び 検出 能力 

(に (換え） 


-2 






5.2.1.1 


検知 機能 換えの 細分 商 糸) 


-2 








AOPD 検出 能力の イン テグ リテ 

ィ 換えの 細分 筒条) 


-2 






5.2.1.3 


再帰 反射 技術 を 用いる AOPI) に 
対する 追加 試験 （^換えの 細分 
關 


- 2 






5.2.1.4 


同じ アセンブリ 内に 投 光部 及び 
受 光部 を もつ AOPD に対する 追 

加 試験 (as 換えの 細分^ 条) 


-2 




応答 時間 






-1 


5.2.3 


限定 機能 試験 






-! 


5.2.3.1 


一般 事項 






-] 


5.2.3.2 


限定 機能 試験 A (A 試験） 






-1 


5.2.3.3 


限定 機能 試験 B (B 試験） 






-1 


5.2.3.4 


限定 機能 試験 C (C 試験） 






-1 


5.2.4 


周期 テス 卜 
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m i 部の 規定 


第 2 部 （この 規格） の 規定 


AOPD に 適用す る 部 


5.2.5 


表示灯 及び ディスプレイ 






-1 


5.2.6 


調整 手段 






-1 


5.2.7 


構成 部品の 作動 定格 






-1 


5.2.8 


OSSD (出力 信号 開閉器） 






-1 


5.2.8.1 


一般 事項 






-1 




リ レ 一式 OSSD 






-1 


5.2.8.3 


ソリ ッ ドス テート 式 OSSI) 






-1 






5.2.9 


光学 性能の 検証 （:'£! 加） 


-2 






5.2.9.， 


光電 サブシステムの 分析 （追 iill) 


-2 






5.2.9.1.1 


分析 （追加） 


-2 






5.2.9.1.2 


試験 方法の 選択 （追加） 


-2 






5.2.9.2 


サイドローブ 及び ミス ァ ライ メ 

ン 卜の 試験 （EAA の 測定） （追加） 


-2 






5.2.10 


波長 （追加） 


-2 






5.2. J J 


放射 強度 （追加） 


-2 


5.3 


障害 状態の 性能 試験 






-1 


5.3. S 


一般 事項 






-1 


5.3.2 


タイプ 1 の ESPE の 検証 試験 






-1 


5.3.3 


タイプ 2 の f:SPE の 検証 試験 






-1 


5.3.4 


タイプ 3 の ESPE の 検証 試験 






-1 


5.3.5 


タイプ 4 の ESPE の 検証 試験 






-1 


5.4 


環境^ 験 


5.4 


fei 兒 lit 験 




5.4.1 


定格 電源 電圧 






-I 


5.4.2 


周囲 温度 変化 及び 湿度 






-1 


5.4.3 


電気 的 妨害の 影響 






-1 


5.4.3.1 


電源 電圧 変動 






-1 


5.4.3.2 


瞬時 停電 






-1 


5.4.3.3 


ファースト ト ランジェ ン トのバ 
ース卜 






-1 


5.4.3.3.1 


一般 要求 事項 






-1 


5.4.3.3.2 


追加 試験 






-1 


5.4.3.4 


ファース 卜 卜 ランジェ ン 卜の サ 






-1 


5.4.3.4.1 


一般 要求 事項 






-1 


5.4.3.4.2 


追加 試験 






-1 


5.4.3.5 


4 磁界 






-1 


5.4.3.5.1 


一般 試験 






-1 


5.4.3.5.2 


追加 試験 






-1 


5.4.3.6 


無線周波 電 磁界に よ り 誘起され 
る 伝導 妨害 






-1 


5.4.3.6.1 


一 試験 






-1 


5.4.3.6.2 


追加 試験 






-1 


5.4.3.7 


静電気 放電 






-1 


5.4.3.7.1 


一般 試験 






-1 


5.4.3.7.2 


追加 試験 






-1 


5.4.4 


機械的 影響 






-1 


5.4.4.1 


振動 






-1 


5.4.4.2 


バンプ 






-1 



m ^により 《 断での kw, 転截， は 禁止され ております。 
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第 1 部の 規定 


第 2 部 （この 規格） の 規定 


AOPD に 適用す る 部 


5.4.5 


ェン クロージャ 






-1 






5.4.6 


光 干渉 (追加) 


-2 






5.4.6.1 


一般 事項 OflllU) 


- 2 






5.4.6.2 


光源 G£i 加） 


-2 






5.4.6.3 


試験 順序 （追加） 


-2 






5.4.6.4 


正常 運転 試験 （最良 ァ ライ メン 

卜 時） （追加） 


-2 






5.4.6.5 


危険 側 故障 試験 一白 熱 光 （3 000 
！ x で 最悪 ァ ライ メン 卜の 場合） 

omM 


- 2 






5.4.6.6 


危険 側 故障 試験— ストロボ 光 
(最悪 ァ ライ メント の 場合） 

(追加) 


-2 






5.4.6.7 


危険 側 故障 試験 一 蛍光灯 光 

(3 000 lx で 最悪 ァ ライ メント の 

場合） （追' 川） 


-2 






5.4.6.8 


危険 側 故障 -同 一 設計の 投 光部 

からの 干渉 光 （追加） 


- 2 


5.5 


プログラマ ブル 集積回路 又は 複 
雑な 集積回路の 妥当性 確認 






- 1 


5.5.1 


一般 事項 






-1 


5.5.2 


複雑な 集積回路 又は プログラマ 
ブル 集積回路の 妥当性 確認 






-1 


5.5.3 


ソフトウェア， プログラミング， 
集積回路 機能 設計の 妥当性 確認 






-1 


5.5.4 


試験 結果 分析 報告 






-1 


6 


識別と 安全 使用の ための マー キ 
ング 


6 


識別 及び 安全 使用の ための マー 
キング 


― 


6.1 


一般 事項 


6.S 


一般 事項 （部分的 追加） 


-1 及び- 2 


6.2 


外部 電源から 給電す る ESPE 






-1 


6.3 


内部 電源から 給電す る ESPE 






-1 


6.4 


調節 






-1. 


6.5 


ェン クロージャ 






-1 


6.6 


制御機 器 






-1 


6.7 


丄山 — 1— 

M 而子表 






-1 


6.8 


マ一 キングの 耐久性 






-1 


7 


附属 文書 


7 


附属 文書 (部分的 追加) 


-1 及び- 2 


附属 書 A 


ESPE の オプション 機能 


附属 書 A 


ESPE の オプション 機能 


-1 及び- 2 


(規定） 




(規定） 


(^分 的 追加） 




附属 書 B 


ESPE 電気 用品の 単一 障害 一覧 


附属 書 B 


ESPE 電気 用品の 単一 障害 一覧 


-1 


(規定） 


表 （本体 5.3 の 危険 側 故障と して 
考慮すべき もの） 


(規定） 


表 （5.3 の 危険 側 故障と して 考慮 
すべき もの） 




附属 書 C 


適合 性 評価 






-1 


(参考） 














附属 書 


プリズム 法に よる 有効 開口 角 


-2 






(規定） 


(EAA) の 検証 （追加） 








附属 書 E 


ミラ一 法 及び ミス ァ ライ メント 


-2 






(規定） 


試験に よる 光学 性能の 検証 

(追加） 





著作 レ^に より 無断での 直 製， 糠 霞み は 禁止され てお ります。 
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第 1 部の 規定 


■ 部 (この 規格） の 組定 


AOPD に 適用す る 部 






附属 書 F 

(参考） 


ビームの 完全 遮光 原理に 基づく 
AOPD の 検出 能力 （追加） 


-2 



著作 * 法に よ り 焦 新での fc 載 * は 禁止 さ れて お り ま す。 
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J IS B 9704-2： 2008 
(IEC 61496-2： 2006) 

機械 類の 安全性 一 電気 的検知 保護 設備 - 第 2 部 ： 
能動的 光電 保護 装置 を 使う 設備に 対する 要求 事項 

色 や 5^ 



この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定 • 記 載した 事柄， 参考に 記， した 事柄， 並びに これらに 関連した 事 
柄 を 説明す る もので， 規定の- -部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 • 発行 する もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団 法 
人 日本規格協会へ お願い します。 

1 改正の 趣旨 

旧規 格 JIS B 9704-2 ： 2000 [機械 類の 安全性 一 電気 的検知 保護 設備 一 第 2 部 ： 能動的 光電 保護 装置 を 使う 
設備に 対する 要求 事項 （第 1 版）] は， IEC 61496-2 ： 1997 Safety of machinery - Electro-sensitive protective 
equipment — Part z : Particular requirements ror equipment using active opto-electronic protective devices CAOPDs) 
の 国際- 一 致 規格で あ つ た。 2006 年 4 月に IEC 61496-2 ： 2006 (第 2 版） が 発行 さ れた ので， こ の 規格 を IEC 

規格に 整合させる 改正 を 行った。 

2 改正の 経緯 

IEC 61496-2 ： 1 997 力 《成立 して 間もなく， こ の 規格の 国際 メンテナンス チーム IECZTC44 MT 61496-2 が 第 
2 版への 改正 作業に 着手した。 我が国の 1.ECZTC44 国内 委員会 （社団法人 日本 機械工業 連合会） から も MT 
61496-2 に エキス パー 卜が 参画し， IEC 規格 改正案の 作成に 参加した。 

IECZTC44 国内 委員会 は， その 中に 分科会と して 1EC 61496-2 SWG を 組織し， SWG を 中核に して 国際 規 
格 原案の 調査， コメント 提出， 投票 （賛成） を 行った。 1EC 61496-2 (第 2 版） の 成立 （2006 年 4 月） に 
引き続き， SWG は， これに 一致す る JIS 改正 原案の 作成に 当たった。 

3 審議 中に 特に 問題と な つた 事項 

3.1 規定が 自己 完結 形で ない ことの 問題 

第 1 版の 制定 時から， この 規格が 自己 完結 形で ない ことが 指摘され ていた。 この 規格 は， 第 1. 部 を 補完 
して 能動的 光電 保護 設備 （AOPD) 式の 電気 的検知 保護 設備 （ESPE) に対する 要求 事項 を 規定す る もので 
あ り ， 第 1 部 を 併用 し なければ 要求 事項 を 把握で きない 不便 さが あ ると いう 指摘で ある。 

指摘のと おりで ある 力、 このような 記述 法 は 他の 規格 群に も 多く 見られる ことと， 完全 自己 完結 形に す 
る と 必然的に 大きな 文書になる という 欠点 も ある こ と を 考慮し， 今回の 改正で は， AOPD 式 ESPE に 適用 
する 第 1 部の 規定の すべて を この 規格に 記載す る こと は 見送った。 ただし， 改正 版で は， AOPD 式 ESPE 
に 適用す る 第 1 部 及び 第 2 部の すべての 箇条 を 素早く 的確に 把握す るた めの 一助と して 附属 書 JA を 追加 
した。 

3.2 適用 対象 品の 名称 

"能動的 光電 保護 装置 を 使う 設備" という 名称 カ^ 複雑で， 冗長 的で あると いう 指摘が あった。 "を 使う 

解 1 



著作権法 によ り 無断で H , 止されて お り ます。 
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設備" は 不要で ある。 単に "能動的 光電 保護 装置" 又は "AOPD" だけで 十分に 実体 を 表せる から， その 
よ う な 簡略 表記 をす るべき であるとの 意見であった。 

規格 名称の 煩雑 性 は， 対応 国際規格の 名称 Equipment using active opto-electronic protective devices に 原因 
が あ る 。 1EC 61496-2 第 2 版の CD に 対す る コメント として， 規格 名称 を 単に Active opto-electronic devices 
にす るよう 求めた 経緯が ある 力 s， 結果と して は 却下され た。 却下の 理由 は 次のと おりであった。 

理由 （IEC/TC44MT61496- 2 の 説明） 

ESPE は， 次の 構成 品 を も つ もので あ り ， AOPD は， ESPE の 構成 品の 一つで ある 検知 器に 当た る もので 
ある。 構成の 全体 は ESPE (電気 的 検知保 ぼ 設備） と 呼ぶ のが 正しく， AOPD (能動的 光電 保護 装置） と は 
呼ばない。 

一 検知器 

一 制御 • 監視 装置 

一 OSSD 

1EC 規格の 命名 趣旨 を 尊重して， この 規格に おいても 対応 国際規格と 同じ 名称 を 用いる こと と した。 
3.3 検出 能力の 定義 

この 規格で は， 檢出 可能な 試験 片の 直径 （厳密な 定義 は， 本体 3.3 を 参照。） を AOPD 式 ESPE の 検出 能 
力と している。 検出 能力が 大きい という こと は， 大きな ものし か 検出で きない こと を 意味す る。 このよう 
な 用語 法 は， 矛盾す ると は 言えな いまでも 誤解 を 招き 易い ものである。 一般に は， "検出 能力が 大きい" こ 
と を "検出 性能が 高い" ことと 理解す る 人が 多い と 思われる。 この 規格が" 検出 能力" とする 部分 は， 単 
純に "検出 可能な 試験 片の 直径" とするべき であるとの 意見が あった。 

この 問題 も 対応 国際規格に 原因が ある。 IEC/TC44 国内 委員会 は， 無駄な 誤解 を 避ける ために 国際規格の 
定義 を 修正す るべき であると いう 意見 を IEC 61496-2 第 2 版 CD への コメン ト と して 提出した 力 5 ， これ も 
MT 61496-2 によって 却下され た。 やむなく， この 規格 も 1EC 規格と 同じ 定義 を 用いた 力、 この 規格で は 
3J (検出 能力） の 定義に 注記 2 を 追加して 誤解され ない こと を 図った。 
3.4 光 カーテン という 名称 

この 規格で は， 対応 国際規格の light curtam に "光 カーテン" を 当てて いる。 国内 関連^ 界 では "ライ ト 
カーテン" の 方が 通りが よいと いう 指摘が あった。 結論と して は "光力一 テン" でも 問題ない とされ， 第 
1 版の 用語 を 踏^した。 

4 適用 範囲 

この 規格 は， AOPD 式 ESPE の， 主として 機能' 性能 及び 試験 方法に ついて 規定して いる。 この 規格 は， 
構造 規格で はない。 この 規格 は， ^造 * 寸法に ついては 規定し ない。 

こ の 規格 は， タイプ 1 及び タイプ 3 の AOPD 式 ESPE は 規定して いない。 タイプ 2 及び タイプ 4 の ESPE 
だけ を 規定して いる。 

タイプ 1 の ESPE は， 第 1 部で 定義 はされ ている 力、 IEC/TC44 内で は， タイプ 1 は 保 ぼ 装置と して はィ 
ン テグ リ ティ が 低す ぎる という 意見が 多いた め， 1EC 61496 規格 群で は タイプ 1 の 要求 事項 を 規定して い 
ない。 

タイプ 3 の ESPE は， 保^ 装置と しての イン テグ リ ティ は あると 考えられる 力 《， 光 カーテンの 製品 例が 
ないた め， IEC 61496-2 では 規定して いない。 1EC61496-2 第 2 版の 改正に 当たり， 国際 メンテナンス チー 
ム MT 61496-2 は， タイプ 3 の AOPD 式 ESPE の 規格化の 要 否 を 各国の 技術 委員会に 諮問した が， 規格化 
の 要望が 出なかった と い う 経緯が ある。 

解 2 

著作 棚^に より 麵 爾 での « 製， 転載 等 は 禁止され てお り ます。 
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この 規格 は， 400〜1 500 nm の 波長の 光 を 用いる AOPD 式 ESPE だけ を 規定して いる。 
この 規格 は， EMC の 放射に^ する 条件 （制限） は 規定して いない。 放射に 関して は 別の 規格に よる こと 
を 想定して いる。 

この 規格 は， 現時点で 我が国に おいて は 強制 規格で はない。 ただし， 進んだ 企業 は 国内に おいても 国際 
標準への 適合 努力 をして おり， この 規格 又は IEC 61496-2 に 適合す る 製品 （光 カーテン 及び 光 ビーム 装置） 
の 国内 需要が 徐々 に 増えて いる。 IEC 61496-2 適合 品の 輸入 も 輸出 も 行われて いる。 

5 改正の 内容 

箇条 ごとの 新旧の 比較 を 解説 表 1 に 示す。 
今回の 改正の 要点 は 次の とおりで ある。 

a) 記述 を 詳しく した。 規定 範囲に 大きな 変更 はない 力ぶ， 記述 量が 増えた。 旧規 格の ページ 数 は 約 20 ベー 
ジ で あ つ た が, こ の 規格で は 附属 書 を 含め 約 40 ページと なった。 

b) 光学 性能 （う 回 反射光の 影響 回避） の 試験法 を 具体化し， 記述 を 詳しくした。 光 カーテン に対して は 
附属 書 D (プリズム 法） 及び 附属 書 E (ミラー 法） を ォーソ ライ ズし， いずれ かの 方法 を 用いて 検証 
する こ とに なった。 

c) AOPD 周囲の 光源に よる 妨害 影響 試験の 記述 を 詳しく した。 例えば， 図 9〜12 を 追加して 視覚化， 明 
確 化 を 図った。 

d) 検出 能力の 検証 法の 記述 を 詳しくした。 例えば， 図 5 の 追加， 附属 書 F の 追加。 

e) 図の 揷入 位置 を 変更し， 図の 参照 を 容易に した。 旧規 格で は 図 を 一括して 巻末に 置いた 力む この 規格 
では， 関連す る 本文に 近い 位置に 図 を 置いた。 

f) 幾つかの 用語 を 変更し， 読み やすく した。 主な もの を 次に 示す。 

電気 的検知 保護 設備— ESPE (頻出 用語で あり， 用語が 長いので 2 回目 以後 は 略号 を 用いた。） 
能動的 光電 保護 装置— AOPD (頻出 用語で あり， 用語が 長いので 2 回目 以後 は 略号 を 用いた。） 
位置 合わせ 不良— ミス ァ ライ メント 

夕 ィ プ 試験— 型式 試験 （ESPE の タイプとの 混同 を 避ける ため。） 
ニュートラ ルフィノ レタ — ND フ イノ レタ 
密度 フィ ルタ— ND フ ィ ルタ 



解 3 
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解説 表 1 一 JIS B 9704-2 新旧 比較 



.IIS B 9704-2 ： 2000 の 箇条 


國 8 9704-2 ： 2008 の筒条 


変更 説明 


i=t>- 一 ゾ-, - 
) チ乂 




序文 




文 言 小 変更。 





v jS ez3 rsn 

適 fflfE 囲 


1 


週 用 車 B 囲 


文 言 小 変更。 


2 


PI 土日 4? & 


2 


口 1 m +s +-t7 

引用 規格 


2 件の 規格 を 追 

/JUo 


3 


定義 


3 


用語 及び 定義 




3. 1 


• ^匕 iflHW 誠'/ リ 7/ ：: It -BP 

hi 匕 10 1:1 リノ も 1祖1 木 i[iiL 


3.201 




項番 変更。 

1 4r 〈の ス 1 へ. 

3.7 は， 別の 用語 
* . お 1 てし 、ス 

た め n'i の 華' 

' し 〜 ノ ， > A !J_] ゾノ .rrl—. 

複を 避けた。） 


^ つ 
3.3 


1 ク、 } \\\ 1 ヽ 

ヒー ム H し Lvi^ 


3.202 


ヒ 一 ムレ f 1 ノレ ，ぉ 


3.4 


有効 開 口 角 


3.203 


^効 開 U 角 


3.5 


フ 1 [： ヒー ム装 UlL 


3.204 


ゝ 1产 、 や > ヽ '■ ，ノ 1 

光ヒ ーム 


3.6 


光 カーテン 


3.205 


光 カーテン 


3.7 


お 験 片 


3.206 


試験 片 






3.207 


モニター ド ブラン キング 


定義 追加。 


3.2 


能 的 む—G おぶ お 置 検出 能力 


3.3 


検出 能力 


項番 及び 用 語 を 

■ 1 邰 に 合せた。 


3.8 


卜 リ ッ プ装 R 






定義 削除。 


3.9 


ト リ ッ プ装^ 試験 片 
















4 


機能， 設計 及び 環境 要求 事項 


4 


機能， 設計 及び 環境に 対する 要求 
事項 




4.1 


機 能© 求 事 W 


4.1 


榣能ぉ 求 事項 


― 


4.1.2 




4.1.2 


換知隱 




4.1.2.1 


一般 事項 


4.1.2.1 


一 --般 事項 


文 言及び 数値 変 
更。 

100 ms— 80 mso 
2.5/m/s を 削除。 






4.1.2.2 


光学 性能 


筒 条^ 加。 旧版 
の 図 6 を 図 2 と 

して ここに 移 
動。 図 1 を 追加。 


4.1.2.2 


再帰 反射 技術 を 使う 能動的 光電 
保 、お i ひに^す ろ〕!^ II： お 求 事項 


4.1.2.3 


再帰 反射 技術 を 用いる AOPD に 対 

する 追加 要求 事項 


文 言 変更 （投光 
器 -受 光 器と 再 
帰 反射 器との 間 
■ ±0.5 m 翻 
度で モニタす る 

要求の 削 除 な 
ど。）。 






4.1.2.4 


同じ アセンブリ 内 に 投光器 及び 受 
光 器 を もつ AOPD に対する 追加 要 
求 事項 


箇条 追加。 


4.2 


設計 要求 事項 


4.2 


設計 要求 事項 


一 


4.2.2 


障害 検出 要求 事項 


4.2.2 


障害 検出に I， する 要求 事項 




4.2.2.3 


タイプ 2 の 電気 的検知 保護 設備 
の 要求 事項 


4.2.2.3 


タイ プ 2 の ESPE の 要求 事項 


文 言 変更。 


4.2.12 


能動的 光電 保 a 化 置 検出 能力の 
ィ ン テグ リ ティ 


4.2.12 


AOPD の 検 出 能 力の イン テグ リテ 
ィ 


ほぼ 同じ。 


4.2.13 


試験 片 


4.2.13 


試験 片 


最小 有効 長 を 変 
國 200 mm— 150 
mm。 
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解説 表 1 一 JIS B 9704-2 新旧 比較 (続き) 



JIS 8 9704-2:2000 の 箇条 


陽 B 9704-2 ： 2008 の 箇条 


J^. \vu 1 VJ 


4.2.14 


h\ ^-lm \Ft iVF し ム 一照 ムゝ ふつ リ-— ぶ' 

yYmbLm と 1 上/ :i ぼ 1チォ フセ ィヽ上吐 






SSI 条 削除。 内容 
は 附尾蚩 f y 

• l J l J /3d 曰 し 

-冉編 ■!。 


4.2.14.1 








4.2.14.2 


ム V ！齊 八ん^ f ズ 内 
1 丄厶 IML 口 ね iT づ、 民 






4.2. 1 4. J 


ま ョ 7 に 






4.2. 1 J 




A O 1 /1 




メ； u 丄 r 久^ ti。 


4.2. 16 


访ま ト？ お Ftf 

力 又 f J 5 虫/え 


4 ノ. 丄；） 


/JxaJ リ虫ゾ 乂 


4.3 


x\m -|. お ほ お- マ | ふ- ryq- 


A つ 

4 J 


に"： |.', j ■ 十' ii'i 

お み iL ま-氷 ほ 




4.3.5 


光 干渉 


4.3.5 


光-干渉 


' ■ M* . ) till {|| ； | ! 

/VJ | - | ノし v ノ T' l;' >\ M^. 

加。 












5 




5 


5 氏顿/ 5", 云 






き j ョ" 貝 




― ぉ又 爭ュ W 


\j き 11 与 fil l 


5.1.1 


タイプ 試験 


5.1.1 


型式 試） 1 


^\ \ クノク W 

〜 レに久 冗0 


5.1.1.2 


ゝぉホ 一 At lr \ - 

連! 1 ぉ条 仵 




、'君 yLi ■■ 义 Z ル 
連 !fc 件 


文 言 追加。 


5.1.2 


試験 条件 


5.1.2 


試験^ 件 




5.1.2.2 


測 疋 度 


5.1 .2.2 




光 測定の 精度 追 

fin 
/Jllo 


5.2 


機能 試験 


5.2 


卜、 ト 八 1 ^ 




5.2.1 


J>/^. 八-に， ■ 卜 'し ム | つ 1 ふな r 1 i ムに ._ f_t 

知^ d あと 検出 も 力 


5.2.1 


4 い ' p 1 I |- ； ■ -ヽ匕 -17-, T ^ Yfy* \ 1 [ ム匕 ~(-r 

御-， \;x ufe? 乂 ひ 出 ^力 




5.2.1.1 


J** 

検知. し^ 


5.2.1.1 


小 .<^/rrr+ 外 クム 匕 


■~'r //js. rjjji" 


5.2.1.2 


能動的 光電 保護 装置 検出 能力の 
イン テグ リ ティ 


5.2.1.2 


AOPD 検出 能力の ィ ン テグ リ ティ 


V/* r| r f 、, i や, 
乂 m の .H AH 

加。 


5.2.1.3 


再帰 反射 技術 を 使 う 能動的 光電 
保 ■■■■■ ■: い. に 対 f る リ鱼加 央 


5.2.1.3 


再帰 反射 技術 を 用いる AOPD に 対 

f る 卩苣加 p、lk 


乂 S ic iilo 


5.2.9 


夕! ~部ノ 又 身す とィ AAI ま 合わせ 不艮 


5.2.9 


フ 'c%H 生^の teis 正 


,iri々 7/j<Tft 
趙 あ 发更。 


5.2.9.1 


電子 一光 システムの 分析と 試験 
方法の 選択 


5.2.9.1 


光電 サブシステムの 分析 


題名 変更。 


5.2.9.1.1 


分析 


5.2.9.1.1 


分析 


文 U^IL 


5.2.9.1.2 


図 3 を 使った 試験 方法の 選択 


5.2.9.1.2 


試験 方法の 選択 


文 言の 変更， 追 
Bo 


5.2.9.2 


有効 開 U 角 (EAA) ii 式 験 力 法 


5.2.9.2 


サ ィ ド 口 一 ブ及び ミス ァ ライ メン 
卜の^ 験 


過 名， 乂 変更。 


5.2.9.3 


外邰 反射 






簡条 削除。 内容 

) 斗 [7/4 S 泰 17 レ 

は， Ply/S b r. こ 

して 再 編集。 


5.2.9.4 


位置 合わせ 不良 






5.2.10 




5.2.10 




変更な し。 


5.2.1 1 


放射 強度 


5.2.11 


放射' k 度 


変史" し。 


5.4 


環: 獄験 


5.4 


環 t ^に 験 




5.4.6 


光 十 渉 


5.4.6 


光 干渉 




5.4.6.1 


一 III 又— ま. 項 


5.4.6.1 


一般 事項 


図 9 〜： 12 を 追加。 


5.4.6.2 


光源 


5.4.6.2 


光源 


フラッシュ ビー 
コ ン 光源 を 追 
加。 


5.4.6.3 


試験 順序 


5.4.6.3 


試験 順序 


変更な し。 


5.4.6.4 


正常な 運転 


5.4.6.4 


正常 運転 試験 （最良 ァ ライ メント 
時） 


干渉 光の 条件 変 

更。 
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解説 表 1 一 JISB9704-2 新旧 比較 (続き) 



JIS B 9704-2 ： 2000 の 11 条 


國 B 9704-2 ： 2008 の 箇条 


変更 説明 


5.4.6.5 


危険 側 故障 一白 熱 電球の 光 


5.4.6.5 


危険 側 故障 試験 一白 熱 光 （3 000 k 
で 最悪 ァ ライ メント の 場合） 


題名 だけ 相違。 
文 言 は 同 じ。 


5.4.6.6 


危険 側 故 ^ース トロ ボ光 


5.4.6.6 


危険 側 故障 試験 ース ト 口 ボ光 （最 
悪ァ ライ メント の 場合） 


題名 だけ 相違。 

-Vt- -ち- 1 j_ r=^i ) ヽ、 

乂 d は じ。 






5.4.6.7 


危険 側 故障 試験-蛍光 灯光 (3 000 
lx で最 港; ァフ ィ メント の i§ 合） 


/■dfe メん、 ね hn 

固宋 追加。 


5.4.6.7 


危険 側 故障 一同 一 設計の 発光 器 
からの 干渉 光 


5.4.6.8 


危険 側 故障 一 同一 設計の 投 光部 か 
ら の 干渉 光 


又 5 小^: 更。 












6 


識別と 安全の ための マーキング 


6 


識別 及び 安全の ための マーキング 




6.1 


一般 事項 


6.1 


一般 事項 


変更な し。 




附属 文書 




附属 文書 


追加 あ り。 






附属 書 A 
(規定） 


ESPE の ォプシ ヨン も 能 


追加 






附属 書 B 

(規定） 


ESPE 電気 用品の 単一 障', リ 誦 
(5.3 の 危険 側 故障と して 考慮す 
べき もの） 


追加 






附属 書 D 

(規定） 


プ リ ズム 法に よ る 有効 開 口角 
(EAA) の 検証 


追加 






附属 書 E 
(規定） 


ミラー 法 及び ミス ァ ライ メント 試 
験に よる 光学 性能の 検証 


追加 






附属 書 F 

(参考） 


ビームの 完全 遮光 原理 に 基づ く 
AOPD の^ 出 能力 


追加 






附属 書 JA 


AOPD を 使う 設備に^ する お 1 部 
及び 第 2 部の 箇条 一^ 


追加 






図 1 


反射 バ ィ パ ス ビームの リ ス ク か ら 
保護す るた めの 制限 エリ ァ 


追加。 


図 6 


有効 開口 角 （EAA) の 測定法 


図 2 


有効 開口 角 （EAA) の 測定 


内容 は 同じ。 図 
番号 と 図の 位 

変更。 


図 4 


45° での 試験 片 


図 3 


ビームに 対し 45° をな す 試験 片の 
挿入 


図 5 


90° での 試験 片 


図 4 


ビームに 直角 を なす 試験 片の揷 入 






図 5 


試験 片を 投光器 近傍， 受光器 （再 
帰 反射 器） 近傍， 及び 中間 点に お 
いて 検出 区域 内で 動かす ことによ 
る 検知核 能の 検証 


追加。 


図 3 


能動的 光電 保護 装置の 分析 と 試 
| 食 一 フロー チヤ 一 ト 


図 6 


AOPD の 分析 及び 試験の フ ローチ 
ヤー ト 


内容 は 同じ。 図 
番号と 図の 位置 

変更。 


図 7 


有効 開口 角 （傾斜） の 測定 方法 






削除。 


図 8 


有効 開口 角 （方向） の 測定 方法 


図 7 


有効 開口 角 （EAA) の 測定 方法 


に- f— 1 ン六' ひ |~-| ) ■、、 I Vv f 

國 谷 は M し 。 國 
番号と 図の 位置 

変更。 


図 9 


光 干渉 試験 - 直接法 


図 8 


光 干渉 試験 （直接法） 






図 9 


光 干渉 試験 （ハロゲン 光源の 場合） 


追加。 






図 10 


光 干渉 試験 （蛍光灯 光源の 場合） 






図 11 


光 干渉 試験 （キセノン フラッシュ 
ビーコン 光源の 場合） 






図 12 


光 干渉 試験 （ス ト ロボ 光源の 場合） 
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解説 表 1 一, IIS B 9704-2 新旧 比較 (続き) 



J1S 8 9704-2:2000 の 箇条 


陽 B 9704-2 ： 2008 の 箇条 


変更 説明 


図 10 


光 干渉 試験 ビーム 分割 器 法 






削除。 


図 11 


光 干渉 試験 ^と マスキングに 
よる 方法 






図 2 


能動的 光電 保, 置 位置 合わせ 
不良 


図 E.1 


AOPD ミス ァ ライ メント 試, 験 


附属 書 E に 移動。 


図 1 


外部 反射 


図 E.2 


外部 反射 影^ >i 八^ 


表 1 


光 カーテンの 寸法 に 応 じた タイ 
プ 2 の 4 気 的検知 保護 設備の 位 
置 合わせ 不良 最大 許容 角度 （度） 


表 E.1 


タイプ 2 の ESPE に対する 最大 許容 
ミス ァ ライ メント 角 れ） 


表 2 


光 カーテンの 寸法に 応じ た タ ィ 
プ 4 の 電気 的検知 保^設備の 位 
置 合わせ 不良 最大 許容 角度 （度） 


表 E.2 


タイプ 4 の ES.PE に 対す る 最大 許容 
ミス ァ ライ メント 角 む） 



6 その他 解説 事項 

6.1 こ の 規格 と 国内 法規 と の 関係 

AOPD を 使う 诏気 的検知 保護 設備に 関係す る 国内 法規と して， 厚生 労働省 告示 （プレス 機械 又は シ ヤー 
の 安全装置^^ 规格 昭和 53 年 9 月 21 日 告示 第 102 号， 及び 動力 プレス 機械 構造 規格 昭和 52 年 12 月 
26 日 告示 第 116 号） が ある。 安全装置 構造 規格の 第 四 章 光線 式 安全装置 （第 十九 条 から 第二 十二 条） 及び 
動力 プレス 構造 規格の 第 四 章 安全 プレス （第 四十 七条か ら 第五 十条） に 光線 式 安全装置が 規定 されて いる。 

AOPD を 使う 電気 的検知 保護 設備 を 国内の プレス 機械 及び シ ヤーの 安全装置の 用途に 適用す るた めに は 
告示に 適合し， 労働 安全 衛生 法 第 四十 四条の 二に よる "型式 検定" を 取得す る ことが 必要で ある。 
6.2 ブラン キングの 解説 
6.2.1 ブラン キングと は 

ESPE の 検出 区域 内の 定義され た 特定 部分 （ブラン キング エリア） では ビームが 遮光 されても OSSD を 
オフし ない 钹能を ブラン キング 偶 能と いう。 ブラン キング は， 搬送 装置 • 材料 • 工作物な ど 意図的な もの 
が 光力 一 テン を 貫通しても 機械 を 止めない ようにす る た め に 用 いられる。 一般的 に， ブラン キン グェ リ ァ 
は ビ 一 ム 単位で 定義す る。 ブラン キング エリアが 固定して いて 動かな い 場合 を フィックス ブラン キング， 
浮動す る 場合 を フローティング ブラン キン グ と 呼ぶ。 
6.2.2 モニター ド ブラン キング 

ブラン キング エリアの ビーム を， 意図した 特定の 物体が 遮光して いる （意図した 物体が 存在す る） こと 
を 常に モニタして， 意図した 物体が 存在 （遮光） している とき だけ 検出 機能 を 有効に する 場合 を モニター 
ド ブラン キングと いう。 

6.2.3 フィックス ブラン キンク' (固定 ブラン キング) 

ブラ ン キン グェ リ ァの 位置が 固定 していて 動かない ブラ ンキ ン グ 方式で ある。 検出 区域 内に 一つ 又は 複 
数の ビームの ブラン キング を 定義で きる。 定義され た ビーム は， これが 遮光 されても OSSD を オフに しな 
い。 フィ ックス ブラン キング は， 貫通 位置が 変わらない 搬送 装置の ような 物体が 光 カーテン 検出 区域の 特 
定 エリア を 貫通す る 場合 （解説 図 1 参照） などに 用いる。 

モニター ド ブラン キン グの 場合に は， 定常 的に 存在す る はずの 貫通 物体が ブラ ン キン グェ リアから なく 
なった 場合に， その ブラン キング エリア を 通して 人の 手な どが 侵入した ときの 保^の ために， 定義した ビ 
一 ム が 遮光 されて いる こと を 常に モニタして， モニタ 受光 器が 入 光 を 検知 したと き は OSSD を 強制 的 に ォ 
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フに する。 

ブ ランキン グェ リア は ビーム 単位で 定ぉす るから， 意図した 貫通 物体で 占拠 し き れな い ブラン キ ン グェ 
リ ァ 部分から 人の 腕 ' 指な ど 力 《 侵入で きないよう に， このよう な 空き 部分に ほ ガー ドを 設けるな どの 注意 
を 払わなければ ならない。 

6.2.4 フローティング ブラン キング (浮動 ブラン キング) 

ブラン キング エリアの 位置 力 《 検出 区域 内で 動く ブラン キング 方式で ある。 位置 を 特定し ない 一つ 又は 複 
数の ビームの ブラン キ ン グ を 定義で きる。 定義し た 特定 数の ビーム が 遮光 されても OSSD を オフに しない。 
フローティング ブラン キング は， 供給す る 工作物の 位置が 動く 場合 （解説 図 2 参照） などに 用いる。 

モニター ド ブラン キングの 場合に は， 遮光 ビーム を 常に モニタし， 定ぉ したと おりに ビームが 遮光され 
ない 場合 は OSSD を 強制的に オフに する。 

複数 ビームの フロー ティ ング ブラン キングに は 二種 鎖 ある。 隣り合う 祓妆 ビーム を ブラン キングす る 場 
合と， 離れた 複数 ビーム を ブラン キングす る 場合が ある。 前者で は， 遮光 ビームが 隣り合って いるか を 常 
に モニタして， 隣り合わない 複数の ビームが 遮光され た 場合 は， 遮光 ビーム 数が 定義した ビーム 数 以下で 
あっても OSSD を オフさせる。 後者で は， 全 遮光 ビーム 纹を 常に モニタして， 遮光 ビーム 数が 定義され た 
数 を 超える と OSSD を オフさせる。 

フローティング ブラン キング 機能 を 用いる とき は， ブラン キング エリアの 大きさ を 考慮して， 安全 距離 

を 計算す る 必要が ある。 




解説 図 1 解説 図 2 



7 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す 
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JIS B 9704-2 改正 原案 作成 委員会 構成 表 



(分科会 主査) 



氏名 



所属 



(委員長） 


塚 


本 


修 


巳 


横 浜 国立大学 


(委員） 


江 


P 


信 


彦 


経済 産業 省 産業 技術 環境 局 




毛 


利 




正 


厚生 労働省 労働 基準 局 安全 衛生 部 




市 


川 


健 




社団法人 産業 安全 技術 協会 




竹 


内 


時 


男 


社団法人 日 本 印刷 産業機械 工業 会 




山 


本 


元 


芳 


社団法人 日本 工作機械 工業 会 




小 


森 


雅 


裕 


社団法人 日 本鍛 が. 践械 工業 会 



(株式会社 小 森 安全 機 研究所） 
吉田孝 一 社団法人 日本 電機 「： 業 会 
松 枝芳典 社団法人 日本 電気 制御機 器 工業 会 

(オムロン 株式会社） 
前 田 明 社団法人 日本 縫製 機械工業 会 

(JUKI 株式会社） 



三 浦 


敏 


道 


社団法人 日本 ロボ ッ ト 工業 会 


杉 田 


士 


弘 


テュフ • ライン ラン ド* ジャパン 


西 條 


広 




才一 クマ 株式会社 


十 川 


修 




川 崎 重工業 株式会社 


上 湯 瀬 




広 


株式会社 キトー 


坂 井 


正 




日本 信号 株式会社 


石 原 


幸 


次 


布目 電機 株式会社 


竹 原 


操 


平 


株式会社 ダイ フク 


羽 田 


健 




株式会社 明電舎 


小 見 山 


清 


心 


株式会社 安川 電機 


月 花 


正 


心 


富士 電機 機器 制御 株式会社 


坂 田 


俊 




三菱 電機 株式会社 


〇 黒 住 


光 


男 


ジック 株式会社 



〇 



田隆文 



〇 長 谷川 

〇 須藤 

〇 高原 





〇 


金 


子 


辰 


巳 




〇 


嶋 


地 


直 


広 


(事務局） 




山 


崎 




浩 






須 


藤 


次 


男 



(IEC/TC44 MT 6 1 496- 2 エキスパート） 
長 岡 技術 科学 大学 
SLWX 株式会社 

(LEC/TC44 MT 61496-2 エキスパート） 
株式会社 山武 
オムロン 株式会社 

(IEC/TC44 MT 6 1 496-2 エキスパート） 
社団法人 産業 安全 技術 協会 
北 陽 電機 株式会社 
社団法人 日本 機械工業 連合会 
社団法人 日 本 機械工業 連合会 
注記 〇 印 は， 分科会 委員 （分科会 専任 を 含む。） を 示す。 

(文責 須藤 次男） 
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